
第５８回「柏崎刈羽原子力発電所の透明性を確保する地域の会」 
ご説明内容 

 
 
１． 日 時 平成２０年４月９日（水）１８：３０～２１：４０ 
 
２． 場 所 原子力広報センター 
 
３． 内 容 

（１）前回定例会以降の動き 

（２）地質・地盤調査結果とりまとめ状況について 

（３）その他 

 
添付：第５８回「地域の会」定例会資料 
 

以 上 

 



                             平成 20 年 4 月 9 日 

東 京 電力株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 

 

第５８回「地域の会」定例会資料 
 

前回（３／５）以降の動き 

 

＜公表関係＞  

◎不適合事象関係 

【区分Ⅲ】 

・ ４月 ２日 荒浜側焼却炉建屋排気口における微量な放射性物質の確認に 

ついて 
〔 プレス文 添付 〕 

 

・ ４月 ４日 タービン建屋（管理区域）におけるけが人の発生について 
4 月 3 日午後 4時 5 分頃、定期検査中の７号機タービン建屋２階（管理区

域）において、弁点検作業用資機材の運搬を行っていた協力企業作業員が、

グレーチング部の段差につまずき、グレーチングに左ひざを接触させ負傷

したため、業務車で病院に搬送しました。診察の結果、左ひざ打撲、挫創

と診断。 

 

・ ４月 ７日 原子炉建屋（非管理区域）における油漏れについて 
当所６号機は定期検査中ですが、4月 4 日午後 6時 20 分頃、原子炉建

屋１階の非常用ディーゼル発電機（Ａ）室（非管理区域）において、

非常用ディーゼル発電機（Ａ）燃料噴射ポンプのシリンダヘッド付近

から燃料油（軽油）がにじみ出て油受けに溜まっていることをパトロ

ール中の当直員が発見しました。ただちに燃料供給用の弁を閉じたこ

とにより、漏えいは停止しました。油受けに溜まっていた油は約 300cc

で、拭き取りによる清掃を実施しました。今後、原因等について調査

します。なお、当該非常用ディーゼル発電機は、新潟県中越沖地震以

降も毎月、定例試験を実施しておりますが、これまでに異常は確認さ

れておりません。また、毎日のパトロールにおいても、これまでに異

常は確認されておりませんでした。 

 

・ ４月 ８日 荒浜側焼却炉建屋排気口における微量な放射性物質の確認に 

ついて（訂正版） 
〔 プレス文 添付 〕 

 

【不適合事象の続報・調査結果等】 

・ ４月 ３日 タービンの詳細点検状況について（続報） 
〔 プレス文 添付 〕 

 

・ ４月 ８日 荒浜側焼却炉建屋排気口における微量な放射性物質の確認に 

ついて（続報） 
〔 プレス文 添付 〕 

 

◎その他発電所に係る情報 

・ ３月 ７日 六ヶ所再処理工場で回収されるプルトニウムの利用計画について 
〔 プレス文 添付 〕 



・ ３月２６日 「平成 20 年度経営計画」について 
〔 プレス文 添付 〕 

 

・ ３月２８日 当社原子力発電所運営に係る報告における不正・データ改ざん等 

の有無に関する調査結果の報告について 
〔 プレス文 添付 〕 

 

・ ３月２８日 当社原子力発電所における計器の設定誤り等に係る対応状況の最 

終報告書の経済産業省原子力安全・保安院への提出について 
〔 プレス文 添付 〕 

 

・ ４月 ４日 当社発電設備に係る再発防止対策の実施状況および効果の検証結果

について 
〔 プレス文 添付 〕 

 

＜新潟県中越沖地震関係＞ 

 

・ ３月 ６日 新潟県中越沖地震後の点検・復旧作業の状況および不適合について 

（週報：3月 6 日） 
〔 プレス文 添付 ※但し、別紙「4週間工程」は添付省略 〕 

 

・ ３月 ７日 柏崎刈羽原子力発電所５号機、６号機に関する新潟県中越沖地震後

の設備健全性に係る点検・評価計画書の提出について 

 

・ ３月１３日 新潟県中越沖地震後の点検・復旧作業の状況および不適合について 

（週報：3月 13 日） 
〔 プレス文 添付 ※但し、別紙「4週間工程」は添付省略 〕 

 

・ ３月１９日 新潟県中越沖地震後の点検・復旧作業の状況および不適合について 

（週報：3月 19 日） 
〔 プレス文 添付 ※但し、別紙「4週間工程」は添付省略 〕 

 

・ ３月２７日 新潟県中越沖地震後の点検・復旧作業の状況および不適合について 

（週報：3月 27 日） 
〔 プレス文 添付 ※但し、別紙「4週間工程」は添付省略 〕 

 

・ ４月 ３日 新潟県中越沖地震後の点検・復旧作業の状況および不適合について 

（週報：4月 3 日） 
〔 プレス文 添付 〕 

 

以 上 

 

 

 

 

 

 

 
 

＜参考＞ 

 当社原子力発電所の公表基準（平成 15 年 11 月策定）における不適合事象の公表区分について 

 

区分Ⅰ  法律に基づく報告事象等の重要な事象 

区分Ⅱ  運転保守管理上重要な事象 

区分Ⅲ  運転保守管理情報の内、信頼性を確保する観点からすみやかに詳細を公表する事象

その他  上記以外の不適合事象 



総合資源エネルギー調査会原子力安全・保安部会への当社説明内容について 
 

・ ３月 ７日 「総合資源エネルギー調査会原子力安全・保安部会 中越沖地震における原子力

施設に関する調査・対策委員会 運営管理・設備健全性評価ワーキンググループ 

第６回設備健全性評価サブワーキンググループ」 

・柏崎刈羽原子力発電所における新潟県中越沖地震による損傷に対する対応状況

・点検計画における地震時想定損傷と不適合事象との対応関係について

・機種毎の想定損傷及び点検方法の改訂について

・柏崎刈羽原子力発電所７号機 新潟県中越沖地震に対する地震応答解析結果について 

（配管分）

・地震応答解析の余裕度について（７号機残留熱除去系配管，原子炉隔離時冷却系ポンプ

基礎ボルト評価の例）

・建屋傾斜測定結果に基づく機器への影響評価について

・柏崎刈羽原子力発電所５号機・６号機 新潟県中越沖地震後の設備健全性に係る点検・

評価計画書について設備健全性評価における経年劣化の考慮について

 

・ ３月１１日 「総合資源エネルギー調査会原子力安全・保安部会 耐震・構造設計小委員会 

第 11 回構造ワーキンググループ」 
・新潟県中越沖地震後の設備健全性に係る点検状況（建物・構築物編）柏崎刈羽原子力   

発電所７号機原子炉建屋

 

・ ３月２６日 「総合資源エネルギー調査会原子力安全・保安部会 耐震・構造設計小委員会 

第 12 回構造ワーキンググループ」 

          ・柏崎刈羽原子力発電所７号機 新潟県中越沖地震後の設備健全性に係る点検・評価計画書

（建物・構築物編）（改訂案）

・建屋傾斜測定結果に基づく機器への影響評価について

 

・ ３月２７日 「総合資源エネルギー調査会原子力安全・保安部会 耐震・構造設計小委員会  

第５回地震・津波、地質・地盤合同ワーキンググループ」 

         ・新潟県中越沖地震に対する柏崎刈羽原子力発電所の耐震安全性の検討状況について 

           －敷地周辺海域の地質調査結果

           －敷地周辺陸域の地質調査結果 －長岡平野西縁断層帯を中心として－

           －地盤の変動に関する調査結果

           －建屋傾斜測定結果に基づく機器への影響評価について

 

・ ３月２７日 「総合資源エネルギー調査会原子力安全・保安部会 中越沖地震における原子力

施設に関する調査・対策委員会 運営管理・設備健全性評価ワーキンググループ

第７回設備健全性評価サブワーキンググループ」 

 ・柏崎刈羽原子力発電所７号機 新潟県中越沖地震後の設備健全性に係る点検・評価    

に関する中間取りまとめ（報告書）（案）

 

・ ４月 １日 「総合資源エネルギー調査会原子力安全・保安部会 中越沖地震における原子力

施設に関する調査・対策委員会 第５回運営管理・設備健全性評価ワーキング

グループ」 

・柏崎刈羽原子力発電所７号機 新潟県中越沖地震後の設備健全性に係る点検・評価

 に関する中間取りまとめ（報告書）（案）について

・中間取りまとめ（報告書）（案）の修正内容について

・柏崎刈羽原子力発電所７号機における点検・評価の流れについて

 

以 上 
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新潟県原子力発電所の安全管理に関する技術委員会への当社説明内容について 
 

・ ３月１４日 「設備健全性、耐震安全性に関する小委員会（第１回）」 

         ・東京電力の調査・対策委員会等への報告事項と検討状況について 

 

・ ３月１７日 「地震・地質・地盤に関する小委員会（第１回）」 

         ・東京電力の調査・対策委員会等への報告事項と検討状況について 

 

・ ４月 ７日 「地震・地質・地盤に関する小委員会（第２回）」 

         ・新潟県中越沖地震に対する柏崎刈羽原子力発電所の耐震安全性の検討状況に 
ついて 敷地周辺海域の地質調査結果 

・新潟県中越沖地震に対する柏崎刈羽原子力発電所の耐震安全性の検討状況に 

ついて 敷地周辺陸域の地質調査結果―長岡平野西縁断層帯を中心として―   

・新潟県中越沖地震に対する柏崎刈羽原子力発電所の耐震安全性の検討状況に 

ついて 地盤の変動に関する調査結果 

 

 

以 上 



 
平 成 20 年 ４ 月 ２ 日 

東 京 電 力 株 式 会 社 

柏崎刈羽原子力発電所 

区分：Ⅲ 

 

号機 荒浜側焼却炉建屋 

件名 荒浜側焼却炉建屋排気口における微量な放射性物質の確認について 

不適合の 

概要 

（事象の発生状況） 

平成 20 年４月２日（水）午後０時 23 分頃、荒浜側焼却炉建屋排気口において、粒子

状放射性物質の定例測定を実施した結果、ごく微量のアルファ線を放出する物質＊１が検

出（1.3×10-10ベクレル／cm3）されました。なお、測定指針に定められている測定下限濃

度は、４×10-10ベクレル／cm3であり、検出された濃度はこれを下回るものです。 
 

（評価結果） 

当該測定データをもとに周辺監視区域外における濃度を評価したところ、1.6×10-24ベ

クレル／cm3であり、この値は空気中の濃度限度２×10-10ベクレル／cm3（告示濃度＊２）に

比べ約 100 兆分の１と極めて低い値です。また、今回確認された粒子状物質から受ける

放射線量は、９×10-15ミリシーベルトであり、自然界から１年間に受ける放射線量 2.4

ミリシーベルトと比べても低い値であり、胸のエックス線検診（１回）で受ける放射線

量（0.05 ミリシーベルト）の約５兆分の１です。 
 

（外部への影響） 

敷地境界近傍に設置され空間線量率を測定するモニタリングポストやダストモニタ＊３

の指示値は通常の変動の範囲内であり、周辺環境への影響はありません。 

 
＊１ アルファ線を放出する物質 

        ウラン等の他、コンクリート等にもラジウム、ラドンなどの天然に存在する物質として含まれ

ている。 

＊２ 告示濃度 

        「実用発電原子炉の設置、運転等に関する規則の規定に基づく線量当量限度等を定める告示」

（一般公衆の受ける線量が 1 ミリシーベルト/年を超えないように定められている周辺監視区

域外の空気中の濃度限度（３ヶ月についての平均））のアルファ線を放出する物質の種類が明

らかでない場合には、濃度限度２×10-10ベクレル／ｃｍ3と定められている。 

＊３ ダストモニタ 

        発電所敷地境界近傍で空気中の塵を連続的に集塵し、含まれている放射能を測定している計測器。  

安全上の重

要度／損傷

の程度 

＜安全上の重要度＞ 

 
安全上重要な機器等 ／ その他設備 

＜損傷の程度＞ 

□ 法令報告要 
■ 法令報告不要 
□ 調査・検討中 

対応状況 

毎月実施している原子炉水の放射能分析では、アルファ線が検出されていないこと、よう

素 131 のガンマ線も検出されていないこと、また、焼却炉建屋排気口では原子炉起因の物質

（コバルト 60 等）が検出されていないことから、コンクリートなど天然の物質から放出され

るアルファ線を検出した可能性もありますが、発生源の調査等を行います。 
  

 本事象は【中越沖地震】に関連する事象ではありません。  



 

（お知らせ） 
 
「荒浜側焼却炉建屋排気口における微量な放射性物質の確認について」（４月２日発表済） 

における周辺監視区域外における濃度評価等の訂正について 

 

平成 20 年４月８日 

東 京 電 力 株 式 会 社 

柏崎刈羽原子力発電所 

 

平成 20 年４月２日にお知らせいたしました「荒浜側焼却炉建屋排気口におけ

る微量な放射性物質の確認について」におきまして、周辺監視区域外における

濃度評価等の公表値に誤りがございました。お詫びして訂正させていただきま

す。 

改めて評価をし直しましたが、結果は、法令で定める値等を十分下回ってい

るため、環境への影響はありません。 

 

誤りの原因は、アルファ線放出核種の放出量算出において、今回新たに使用

した作業用計算シートの算出式に誤りがあったためです。 

今後、公表する数値については慎重に確認をいたします。 

なお、これまでの放出実績に同様の誤りはないことを確認しております。 

 

【訂正箇所：評価結果】 

（正）当該測定データをもとに周辺監視区域外における濃度を評価したところ、

1.6×10-16ベクレル／cm3であり、この値は空気中の濃度限度２×10-10ベク

レル／cm3（告示濃度＊２）に比べ約 100 万分の１と極めて低い値です。ま

た、今回確認された粒子状物質から受ける放射線量は、９×10-7ミリシー

ベルトであり、自然界から１年間に受ける放射線量 2.4 ミリシーベルト

と比べても低い値であり、胸のエックス線検診（１回）で受ける放射線

量（0.05 ミリシーベルト）の約５万分の１です。 

 

（誤）当該測定データをもとに周辺監視区域外における濃度を評価したところ、

1.6×10-24ベクレル／cm3であり、この値は空気中の濃度限度２×10-10ベク

レル／cm3（告示濃度＊２）に比べ約 100 兆分の１と極めて低い値です。ま

た、今回確認された粒子状物質から受ける放射線量は、９×10-15ミリシー

ベルトであり、自然界から１年間に受ける放射線量 2.4 ミリシーベルト

と比べても低い値であり、胸のエックス線検診（１回）で受ける放射線

量（0.05 ミリシーベルト）の約５兆分の１です。 

 

以 上 

 

 



 
平 成 20 年 ４ 月 ２ 日 

訂正版 （平成 20 年４月８日訂正） 

東 京 電 力 株 式 会 社 

柏崎刈羽原子力発電所 

区分：Ⅲ 

 

号機 荒浜側焼却炉建屋 

件名 荒浜側焼却炉建屋排気口における微量な放射性物質の確認について 

不適合の 

概要 

（事象の発生状況） 

平成 20 年４月２日（水）午後０時 23 分頃、荒浜側焼却炉建屋排気口において、粒子

状放射性物質の定例測定を実施した結果、ごく微量のアルファ線を放出する物質＊１が検

出（1.3×10-10ベクレル／cm3）されました。なお、測定指針に定められている測定下限濃

度は、４×10-10ベクレル／cm3であり、検出された濃度はこれを下回るものです。 
 

（評価結果） 

当該測定データをもとに周辺監視区域外における濃度を評価したところ、1.6×10-16ベ

クレル／cm3であり、この値は空気中の濃度限度２×10-10ベクレル／cm3（告示濃度＊２）に

比べ約 100 万分の１と極めて低い値です。また、今回確認された粒子状物質から受ける

放射線量は、９×10-7ミリシーベルトであり、自然界から１年間に受ける放射線量 2.4 ミ

リシーベルトと比べても低い値であり、胸のエックス線検診（１回）で受ける放射線量

（0.05 ミリシーベルト）の約５万分の１です。 
 

（外部への影響） 

敷地境界近傍に設置され空間線量率を測定するモニタリングポストやダストモニタ＊３

の指示値は通常の変動の範囲内であり、周辺環境への影響はありません。 

 
＊１ アルファ線を放出する物質 

        ウラン等の他、コンクリート等にもラジウム、ラドンなどの天然に存在する物質として含まれ

ている。 

＊２ 告示濃度 

        「実用発電原子炉の設置、運転等に関する規則の規定に基づく線量当量限度等を定める告示」

（一般公衆の受ける線量が 1 ミリシーベルト/年を超えないように定められている周辺監視区

域外の空気中の濃度限度（３ヶ月についての平均））のアルファ線を放出する物質の種類が明

らかでない場合には、濃度限度２×10-10ベクレル／ｃｍ3と定められている。 

＊３ ダストモニタ 

        発電所敷地境界近傍で空気中の塵を連続的に集塵し、含まれている放射能を測定している計測器。  

安全上の重

要度／損傷

の程度 

＜安全上の重要度＞ 

 
安全上重要な機器等 ／ その他設備 

＜損傷の程度＞ 

□ 法令報告要 
■ 法令報告不要 
□ 調査・検討中 

対応状況 

毎月実施している原子炉水の放射能分析では、アルファ線が検出されていないこと、よう

素 131 のガンマ線も検出されていないこと、また、焼却炉建屋排気口では原子炉起因の物質

（コバルト 60 等）が検出されていないことから、コンクリートなど天然の物質から放出され

るアルファ線を検出した可能性もありますが、発生源の調査等を行います。 
  

 本事象は【中越沖地震】に関連する事象ではありません。  



日常生活における放射線量との比較

約0.0000009ﾐﾘｼｰﾍﾞﾙﾄ
（９×１０ー７ﾐﾘｼｰﾍﾞﾙﾄ）

約0.0000009ﾐﾘｼｰﾍﾞﾙﾄ
（９×１０ー７ﾐﾘｼｰﾍﾞﾙﾄ）

本事象における放射線量



 

平 成 20 年 ４ 月 ３ 日 

東 京 電 力 株 式 会 社 

柏崎刈羽原子力発電所 

区分：続報 

号機 ７号機 

件名 タービンの詳細点検状況について（続報） 

不適合の 

概要 

（これまでの経緯） 

 当所７号機における低圧タービン（Ｃ）第 14 段（タービン側）動翼フォーク部の点検

については、平成 20 年３月３日、動翼１枚のフォーク部の一部に折損を確認しました。

その後、当該段の他の動翼フォーク部について外観目視点検を行い、同様の折損がな

いことを確認しておりますが、当該段の動翼全 152 枚のうち、折損のあった動翼１枚を

除く残り 151 枚の動翼フォーク部について非破壊検査＊を実施した結果、17 枚の動翼フォ

ーク部に指示模様が確認されました。 

なお、低圧タービン（Ｃ）第 14 段（発電機側）動翼フォーク部については、外観目視

点検および非破壊検査を実施した結果、全 152 枚に異常は確認されておりません。   

（平成 20 年３月４日、13 日、19 日、27 日お知らせ済み）

 

（調査結果[速報]） 

 その後、当該事象の原因調査の一環として、低圧タービン（Ａ）（Ｂ）の第 14 段につ

いても同様の点検を実施しておりますが、低圧タービン（Ｂ）第 14 段（タービン側）の

外観目視点検を実施していたところ、４月２日、動翼１枚のフォーク部の一部に折損を

確認しました。 

 

 なお、低圧タービン（Ａ）第 14 段（タービン側・発電機側）については、外観目視点

検により同様の折損のないことを確認しておりますが、非破壊検査を実施した結果、タ

ービン側の動翼１枚のフォーク部（１箇所）に指示模様を確認しております。 

 
＊：非破壊検査 

材料表面の微小な傷などを確認する検査手法。今回の点検では「磁粉探傷検査」

を実施。 
 

安全上の重

要度／損傷

の程度 

＜安全上の重要度＞ 

 

安全上重要な機器等 ／ その他設備 

＜損傷の程度＞ 

□ 法令報告 

■ 法令報告不要 

□ 調査・検討中 

対応状況 

 

引き続き、低圧タービン（Ｂ）第 14 段の動翼フォーク部についての外観目視点検およ

び非破壊検査を実施します。 

なお、今後同様な事象が発生した場合については、点検・調査結果がとりまとまり次

第、週報でお知らせします。 

 



 
平 成 20 年 ４ 月 ８ 日 

東 京 電 力 株 式 会 社 
柏崎刈羽原子力発電所 

区分：続報

号機 荒浜側焼却炉建屋 

件名 荒浜側焼却炉建屋排気口における微量な放射性物質の確認について（続報） 

不適合の 

概要 

（これまでの経緯、状況） 

平成 20 年４月２日、荒浜側焼却炉建屋排気口において、粒子状放射性物質の定例測定

を実施した結果、ごく微量のアルファ線を放出する物質＊１が検出（1.3×10-10ベクレル／

cm3）されました。なお、測定指針に定められている測定下限濃度は、４×10-10ベクレル

／cm3であり、検出された濃度はこれを下回るものです。 

（平成 20 年４月２日お知らせ済み）

その後、当該試料をアルファ核種分析装置を用いて分析した結果、アルファ線の放出

は確認されましたが、ごく微量のため、自然放射線などと区別できず、核種は判定でき

ませんでした。 
 
（今回の事象） 

当該排気口における粒子状放射性物質について、本日実施した定例測定の結果、あら

たに、ごく微量のアルファ線を放出する物質が検出（1.2×10-10ベクレル／cm3）されまし

た。なお、測定指針に定められている測定下限濃度は、４×10-10ベクレル／cm3であり、

検出された濃度はこれを下回るものです。 
  
（評価結果） 

当該測定データをもとにこれまでの周辺監視区域外における濃度を評価＊２したとこ

ろ、3.0×10-16ベクレル／cm3であり、この値は空気中の濃度限度２×10-10ベクレル／cm3

（告示濃度＊３）に比べ約 60 万分の１と極めて低い値です。また、今回までに確認された

粒子状物質から受ける放射線量は、２×10-６ミリシーベルトであり、自然界から１年間

に受ける放射線量 2.4 ミリシーベルトと比べても低い値であり、胸のエックス線検診（１

回）で受ける放射線量（0.05 ミリシーベルト）の約２万分の１です。 
 

（安全性、外部への影響） 

敷地境界近傍に設置され空間線量率を測定するモニタリングポストやダストモニタ＊４

の指示値は通常の変動の範囲内であり、周辺環境への影響はありません。 

 
＊１ アルファ線を放出する物質 

        ウラン等の他、コンクリート等にもラジウム、ラドンなど天然に存在する物質として含まれている。  

＊２ これまでの周辺監視区域外における濃度を評価 

    前回の試料採取期間（３月 18 日から３月 25 日）および今回の試料採取期間（３月 25 日から

４月１日）をあわせて評価を実施している。 

＊３ 告示濃度 

        「実用発電原子炉の設置、運転等に関する規則の規定に基づく線量当量限度等を定める告示」

（一般公衆の受ける線量が 1 ミリシーベルト/年を超えないように定められている周辺監視区

域外の空気中の濃度限度（３ヶ月についての平均））のアルファ線を放出する物質の種類が明

らかでない場合には、濃度限度２×10-10ベクレル／ｃｍ3と定められている。 

＊４ ダストモニタ 

        発電所敷地境界近傍で空気中の塵を連続的に集塵し、含まれている放射能を測定している計測器。  

安全上の重

要度／損傷

の程度 

＜安全上の重要度＞ 
 

安全上重要な機器等 ／ その他設備 

＜損傷の程度＞ 

□ 法令報告要 
■ 法令報告不要 
□ 調査・検討中 

対応状況 

毎月実施している原子炉水の放射能分析ではアルファ線が検出されていないこと、よう素

131 のガンマ線も検出されていないこと、および焼却炉建屋排気口では原子炉起因の物質（コ

バルト 60 等）が検出されていないことから、コンクリートなどから放出されるアルファ線（自

然放射線）を検出した可能性もありますが、継続して発生源の調査等を行います。 
 

  本事象は【中越沖地震】に関連する事象ではありません。  



日常生活における放射線量との比較

本事象における放射線量

約0.00000２（２×10ｰ６）ﾐﾘｼｰﾍﾞﾙﾄ

本事象における放射線量

約0.00000２（２×10ｰ６）ﾐﾘｼｰﾍﾞﾙﾄ



 

 
六ヶ所再処理工場で回収されるプルトニウムの利用計画について  

 
平成 20 年３月７日 

東京電力株式会社 

 

日本原燃株式会社六ヶ所再処理工場は、平成 18 年３月から使用済燃料を

使用したアクティブ試験を開始しており、平成 20 年５月の竣工を予定して

おります。このたび、平成 20 年度のプルトニウムの分離・回収に先立ち、

「我が国におけるプルトニウム利用の基本的な考え方（平成 15 年８月５日 

原子力委員会決定）」にもとづき、六ヶ所再処理工場で回収される当社分プ

ルトニウムの利用計画を、別紙のとおりお知らせします。 

 

 当社は、平成 19 年度末に約 0.7 トン、平成 20 年度末に約 1.4 トンの核

分裂性プルトニウムを所有する見通しであります。立地地域の皆さまから

の信頼回復に努めることを基本に、このプルトニウムを、国内ＭＯＸ燃料

加工工場の竣工が予定されている平成 24 年度以降、当社原子力発電所の３

～４基において、燃料として利用することを計画しています。 

 

当社は、昨年７月の新潟県中越沖地震の影響で停止している柏崎刈羽原

子力発電所の設備の健全性に係る点検・評価や耐震安全性評価などに取り

組んでおりますが、引き続き、安全の確保と立地地域の皆さまからの信頼

回復に最優先に取り組んでまいります。 

 

以 上 

 

 

別紙：「六ヶ所再処理工場回収プルトニウム利用計画（平成 20 年度）」 

（網掛け部分が当社計画） 



 

 -1-

（別紙） 
平成 20 年 3 月 7 日 

電気事業連合会 
 

六ヶ所再処理工場回収プルトニウム利用計画（平成 20 年度） 

今後、プルサーマル計画の進展、MOX 燃料加工工場が操業を始める段階など進捗に従って順次より詳細なものとしていく。 

再処理量*1 所有量*2 利用目的（軽水炉燃料として利用）*3  
所有者 

 
20 年度再処

理予定使用

済燃料重量

(トンＵ)*4 

19 年度末保有

予想プルトニ

ウム量*5 
(ﾄﾝ Puf)*6 

20 年度回収

予想プルト

ニウム量 
(ﾄﾝ Puf)*6 

20 年度末保有

予想プルトニ

ウム量*7 
(ﾄﾝ Puf)*6 

利用場所 
 

年間利用目安量*8 
(ﾄﾝ Puf/年) *6 

利用開始時期*9 
及び利用に要する期間の目途*10 

北海道電力 24    0.1 0.1 0.1 泊発電所 0.2 平成 24 年度以降約 0.7 年相当 

東北電力 14    0.1 0.1 0.1 女川原子力発電所 0.2 平成 24 年度以降約 0.6 年相当 

東京電力 168 0.7 0.7 1.4 立地地域の皆さまからの信頼回復に努めること

を基本に、東京電力の原子力発電所の３～４基 0.9～1.6 平成 24年度以降約 0.9～1.5年相当 

中部電力 74    0.1 0.1 0.3 浜岡原子力発電所４号機 0.4 平成 24 年度以降約 0.7 年相当 

北陸電力 8    0.0 0.0 0.0 志賀原子力発電所 0.1 平成 24 年度以降約 0.2 年相当 

関西電力 19    0.4 0.4 0.8 高浜発電所 3､4 号機､大飯発電所 1～2 基 1.1～1.4 平成 24年度以降約 0.6～0.7年相当 

中国電力 47    0.1 0.1 0.2 島根原子力発電所 2 号機 0.2 平成 24 年度以降約 0.8 年相当 

四国電力 20    0.1 0.1 0.2 伊方発電所 3 号機 0.4 平成 24 年度以降約 0.5 年相当 

九州電力 － 0.3   0.2 0.5 玄海原子力発電所 3 号機 0.4 平成 24 年度以降約 1.3 年相当 

日本原子力発電 20    0.1 0.1 0.2 敦賀発電所 2 号機､東海第二発電所 0.5 平成 24 年度以降約 0.5 年相当 

小計 395     2.0 1.9 3.9 4.4～5.4  

電源開発  他電力より必要量を譲受*11 大間原子力発電所 1.1  

合計 395     2.0 1.9 3.9 5.5～6.5  
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＊１「再処理量」は日本原燃の策定した再処理計画による。 
 
＊２「所有量」には平成１９年度末までの保有予想プルトニウム量、平成２０年度の六ヶ所再処理により回収される予想プルトニウム量

およびその合計値である平成２０年度末までの保有予想プルトニウム量を記載している。なお、回収されたプルトニウムは、各電気
事業者が六ヶ所再処理工場に搬入した使用済燃料に含まれる核分裂性プルトニウムの量に応じて、各電気事業者に割り当てられるこ
ととなっている。このため、各年度において自社分の使用済燃料の再処理を行わない各電気事業者にもプルトニウムが割り当てられ
るが、最終的には各電気事業者が再処理を委託した使用済燃料中に含まれる核分裂性プルトニウムに対応した量のプルトニウムが割
り当てられることになる。 

 
＊３ 軽水炉燃料として利用の他､研究開発用に日本原子力研究開発機構にプルトニウムを譲渡する｡各電気事業者の具体的な譲渡量は､

今後決定した後に公表する。 
 

＊４ 小数点第１位を四捨五入の関係で、合計が合わない場合がある。 
 
＊５ 日本原燃が平成１９年９月１８日に公表した「２００７年度使用済燃料の受入れ計画の変更について」において、平成１９年度の使

用済燃料の予定再処理数量が３９２トンＵから３１５トンＵに変更され、さらに平成２０年２月２５日に公表した「再処理施設の工
事計画に係わる変更の届出等について」において、同数量が３１５トンＵから２１０トンＵに変更されたため、この変更を反映した
数値を記載している。このため、平成１９年２月２３日に電気事業連合会が公表した「六ヶ所再処理工場回収プルトニウム利用計画
（平成１９年度）」における「平成１９年度末保有予想プルトニウム量（合計２．９トンＰｕｆ）」とは異なる。 

 
＊６ プルトニウム量はプルトニウム中に含まれる核分裂性プルトニウム（Ｐｕｆ）量を記載。（所有量は小数点第２位を四捨五入の関係

で表記上０．０となる場合や合計が合わない場合がある） 

＊７「２０年度末保有予想プルトニウム量」は、「１９年度末保有予想プルトニウム量」に「２０年度回収予想プルトニウム量」を加えた
ものであるが、小数点第２位を四捨五入の関係で、足し算が合わない場合がある。 

 
＊８「年間利用目安量」は、各電気事業者の計画しているプルサーマルにおいて、利用場所に装荷する MOX 燃料に含まれるプルトニウ

ムの 1 年当りに換算した量を記載しており、これには海外で回収されたプルトニウムの利用量が含まれることもある。 
 
＊９「利用開始時期」は、再処理工場に隣接して建設される予定の六ヶ所 MOX 燃料加工工場の竣工予定時期である平成２４年度以降と

している。それまでの間はプルトニウムは六ヶ所再処理工場でウラン・プルトニウム混合酸化物の形態で保管管理される。 
 
＊10「利用に要する期間の目途」は、「２０年度末保有予想プルトニウム量」を「年間利用目安量」で除した年数を示した。（電源開発や

日本原子力研究開発機構への譲渡が見込まれること、「年間利用目安量」には海外回収プルトニウム利用分が含まれる場合もあるこ
と等により、必ずしも実際の利用期間とは一致しない） 

＊11  各電気事業者の具体的な譲渡量は、今後決定した後に公表する。 
 



（　参考 ）
プルトニウム所有量（平成１9年12月末時点）

（核分裂性プルトニウム量）

所有者
国内所有量 海外所有量

合計（トン）
Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ＋ＥＪAEA（トン）

Ａ *
日本原燃（トン）

Ｂ**
発電所（トン）

Ｃ
小計（トン）
Ａ＋Ｂ＋Ｃ

仏国回収分（トン）
Ｄ

英国回収分（トン）
Ｅ

小計（トン）
Ｄ＋Ｅ

北海道電力 - - - - 0.1 - 0.1 0.1

東北電力 0.0 - - 0.0 0.2 0.1 0.3 0.3

東京電力 0.2 - 0.3 0.4 2.6 4.5 7.1 7.5

中部電力 0.1 - - 0.1 1.7 0.6 2.3 2.4

北陸電力 - - - - 0.1 - 0.1 0.1

関西電力 0.2 - - 0.2 6.6 1.8 8.4 8.6

中国電力 0.1 - - 0.1 0.4 0.3 0.7 0.8

四国電力 0.1 - - 0.1 0.6 0.6 1.2 1.3

九州電力 0.1 - - 0.1 1.0 0.8 1.9 2.0

日本原子力発電 0.1 - - 0.1 0.5 2.7 3.2 3.3

（電源開発）

合計 0.9 - 0.3 1.2 13.9 11.3 25.2 26.4

※端数処理（小数点第２位四捨五入）の関係で、合計が合わない箇所がある。

＊日本原子力研究開発機構(ＪAEA）にて既に研究開発の用に供したものは除く。

**プルトニウムは、まだ各電気事業者に割り当てられていない。



 
 

 

 

「平成20年度経営計画」について 

 

平成20年３月26日 

東京電力株式会社 
 

 当社はこのたび、今後３年間にわたり重点的に取り組む計画などをとりまとめた「平

成20年度経営計画」を策定いたしました。 

 

 新潟県中越沖地震により被災した柏崎刈羽原子力発電所では、設備の点検・復旧に

向けた取り組みは着実に進んでいるものの、引き続き全号機が停止していることに加

え、燃料価格の高騰が続いており、当社の経営環境は、創業以来の極めて厳しい状況

にあります。 

 

今回の計画では、こうした状況を踏まえ、第一に「直面する経営課題を克服するた

めの最重点計画」、第二に「一層強靭な企業体質を持つ新しい東京電力グループ構築

のための計画」としてとりまとめました。 

 主な内容は、以下のとおりです。 

 

[ Ⅰ．直面する経営課題を克服するための最重点計画 ] 

次の３つの施策を最重点に取り組みます。 

 

１．災害に強く安全・安心な原子力発電所の構築 

東京電力グループのみならず、関係する協力会社・メーカーのみなさまの協力

を得ながら、総力をあげて、災害に強く、立地地域とのゆるぎない信頼関係を持

った安全・安心な原子力発電所を構築します。 

 

（１）災害に強い原子力発電所の構築 

・ 柏崎刈羽原子力発電所におけるプラントの健全性を徹底的に確認・評価する

とともに、被災した設備については復旧工事を着実に実施します。 

・ 地質調査結果や地震観測データの分析結果をもとに、最新の知見を踏まえな

がら、施設の耐震設計および耐震安全性評価に用いる基準地震動を策定する

とともに、必要な耐震性向上工事は、基準地震動に基づく耐震安全性の評価

を踏まえ、国の委員会等の審議・確認を得ながら確実に実施していきます。 

・ 初期消火体制の充実、消火設備や通信回線等の信頼性向上など、地震以降に

強化した自衛消防策に加え、必要な追加策を速やかに実施していきます。 
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  ＜参考：点検・評価のスケジュール＞ 

柏崎刈羽原子力発電所１･５･６･７号機の設備の健全性に係る点検・評価計画

書を原子力安全・保安院へ提出しており、今後、同計画書に基づき、設備の健

全性の総合評価を実施します。２･３･４号機についても、順次提出する予定で

す。 

 

11 12 1 2 3 4 5 6 7 8

　1.設備点検
　（目視、機能試験）

　2.地震応答解析

　3.設備健全性に
　　係る総合評価

7号機 　6号機
1号機 　5号機（共用部分のみ）

平成19年 平成20年
実施内容

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）立地地域とのゆるぎない信頼関係の構築 

・ 防災訓練等を通じ、非常災害時における対応力を強化します。 

・ 迅速で分かりやすい情報提供を行うとともに、広く社会のみなさまからのご

理解と信頼を得られるよう努めてまいります。 

 

２．安定供給の確保に向けた取り組み 

平成20年度夏期の最大電力（発電端１日最大）は、通常の暑さとなった場合、

6,110万kW程度と見込んでいます。供給面では、柏崎刈羽原子力発電所を供給力に

織り込んでおりませんが、新規電源の営業運転開始や長期計画停止火力等の運転

再開、他の電力会社からの融通受電などにより、6,470万kW程度の供給力を確保す

る計画としています。 

今後も引き続き、追加的な供給力（発電所の増出力運転、自家発の余剰購入、

試運転電力の活用等）について継続検討・精査し、安定供給の確保に努めるとと

もに、状況によっては、節電のご協力等をお願いしてまいります。 

- 2 -



 
 

 

＜20年度夏期の需給見通し＞           （万kW） 

 ８月 

最大電力 
（発電端１日最大） 

6,110 

供給力（発電端） 6,470 

予備力（発電端） 360 

＊供給力は平均値を表記 

 

＜昨夏以降取り組んでいる供給力確保策＞･･･上記供給力に織り込み済み 

１）新規電源の営業運転開始および長期計画停止火力等の運転再開（250万kW程度） 

プラント名
出力

（万ｋＷ）
使用燃料 営業運転開始・再開時期

 川崎1号系列第2軸 50 ＬＮＧ 平成20年7月

 富津4号系列第1軸 50.7 ＬＮＧ 平成20年7月

 川崎1号系列第1軸 50 ＬＮＧ 平成21年2月

 横須賀2号ＧＴ※ 14.4 軽油・都市ガス 平成19年9月11日

 五井4号 26.5 ＬＮＧ 平成19年12月18日

 横須賀7号 35 重油・原油 平成20年3月下旬

 横須賀8号 35 重油・原油 平成20年夏前

 鹿島共同火力2号 35 高炉ガス・重油 平成20年夏前

　※横須賀2号ＧＴは廃止火力の再開

新規電源

長期計画
停止火力

 

２）その他 

・ 定期検査や補修工程の調整など （370 万 kW 程度） 

・ 他の電力会社からの応援融通受電（ 50 万 kW 程度） 

※発電所の増出力運転、自家発の余剰購入、試運転電力の活用（網掛け部の川崎１号系列

第１軸）等は、上記供給力に織り込んでいない。 

 

３．徹底した費用削減の実行 

厳しい収支状況を乗り切るため、東京電力グループの総力をあげて、抜本的な

費用削減策を実行していきます。平成 20 年度においては、グループ全体で 1,000

億円を超える費用削減を実現し、早期の収支均衡をめざして最大限努力してまい

ります。 
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[ Ⅱ．一層強靱な企業体質を持つ新しい東京電力グループ構築のための計画 ] 

経営ビジョン２０１０のもと、これまで積み上げてきた成果を最大限活かすとと

もに、経営課題を克服するための新たな創意工夫などの取り組みを恒常的なものと

していくことで、より強靭な企業体質を持つ、新しい東京電力グループを構築して

まいります。 

 

１．社会の信頼を得る 

（１） 安定供給、エネルギーセキュリティの確保 

・ 電力供給の安定性、経済性、環境性の各面において、原子力発電が担う重要

性を踏まえ、電源のベストミックスを推進してまいります。 
 

（２） 企業倫理・法令遵守の徹底 

・ データ改ざん等の再発防止対策（しない風土、させない仕組み、言い出す仕

組み）など企業倫理・法令遵守の取り組みを徹底します。 
 

（３） 環境重視型社会への貢献 

「ＣＯ２排出原単位を 2008～2012 年度（平成 20～24 年度）の５年間平均で

1990 年度（平成２年度）比 20％削減」という目標の達成に向け、 

・原子力発電所の安全・安定運転 

・火力発電の熱効率向上 

・ＲＰＳ法に基づく義務の履行を通じた再生可能エネルギーの利用拡大 

・京都メカニズムを活用した炭素クレジットの取得 

などを推進します。 

また、家庭･業務･産業･運輸の各部門の省エネ､ＣＯ２削減に貢献するため、

エコキュートなどヒートポンプを活用した高効率機器・電化システムのさらな

る普及拡大、電気自動車の普及支援強化などを図るとともに、お客さまへの理

解活動に取り組んでまいります。 
 

＜参考：平成 19 年度のＣＯ２排出量の見通し＞ 

○ 柏崎刈羽原子力発電所の停止に伴い、火力発電所の焚き増し等で供給力を

確保したことなどから、平成 19 年度のＣＯ２排出量は、当初見通しから約３

割増加する見通しです。 
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２．競争を勝ち抜く 

（１）原価低減と設備保全効率化への取り組み 

・ 設備安全・品質確保を大前提として、柏崎刈羽原子力発電所の停止を契機と

して取り組んできた費用削減策を、恒常的な原価低減の取り組みに確実につ

なげ、一層強靭な企業体質を構築します。 

 

＜設備投資の水準＞ 

○ 平成20～22年度の３年間平均の設備投資額を6,300億円程度と見込んでい

ます。なお、柏崎刈羽をはじめとした原子力発電所の耐震性・防災機能向上

工事などの投資額は検討中のため、含んでおりません。 

11,316
10,064

9,059 9,322

6,452
5,761

4,642 5,050 4,963
5,700

16,800

0

5,000

10,000

15,000

20,000

5 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22

（億円）

(年度)平成
(見通し)

6,300億円程度を見込む
（20-22年度平均）

※原子力発電所の耐震性・防災

機能向上などの投資額は含まず

設備投資額の推移

  

（２）販売営業活動の着実かつ効果的な推進 

・ 環境性、省エネ性、負荷平準化等から最適な機器・システムをおすすめする

販売活動を、着実かつ効果的に推進します。 
 

（３）新事業における投資の厳選と収益確保の徹底 

・ 新たな事業への投資は、収益性・リスク・緊急性を十分精査し、全社的な経

営状況を踏まえたうえで実施します。 
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３．人と技術を育てる 

（１）職場の活性化、人材の確保・育成 

・ グループ全体での緊密なコミュニケーションにより、現在の厳しい経営環境

に対する認識とチャレンジ意識を共有し、一層の職場活性化や人材育成に取

り組み、事業発展の基盤を強固なものとします。 
 

（２）技術・技能の維持継承・強化 

・ 第一線職場を支える技術・技能や高度なエンジニアリング技術の維持継承・

強化方策を継続的に実施します。 
 

（３）将来の成長を支える技術戦略・研究開発の推進 

・ 技術戦略に基づいて研究開発を選択・集中し、安定供給、安全確保、原価低

減、環境問題解決などの研究成果を、経営課題の克服とその後の成長に活か

します。 

 

＜参 考＞ 主要目標 

現時点で、柏崎刈羽原子力発電所の運転計画について、お示しできる状況にな

いことを踏まえ、平成 20 年度経営計画においては、各種数値目標を設定しており

ませんが、経営ビジョン２０１０における目標の達成に向け、引き続き最大限努

力してまいります。 

◆ 数値目標 ２０１０ ◆
～2010（平成22）年度までの目標～

　

業務効率改善目標業務効率改善目標

「設備安全・品質確保を大前提に、2003（平成15）年度比で20％以上改善」

財務体質改善目標財務体質改善目標

「株主資本比率25％以上を達成」

事業の成長目標－販売電力量の開拓事業の成長目標－販売電力量の開拓

「電気事業以外の売上高 (注1)　3,000億円以上、

電気事業以外の営業利益 (注2)　500億円以上を確保」
　 　(注1) 連結子会社・附帯事業の外部顧客に対する売上高の合計
　　(注2) 連結子会社・附帯事業の営業利益の合計

事業の成長目標－電気事業以外の売上高・営業利益事業の成長目標－電気事業以外の売上高・営業利益

地球環境貢献目標地球環境貢献目標

「100億kWh以上を開拓 」（平成16～22年度累計）

「ＣＯ２排出原単位を2008（平成20）～2012（平成24）年度の5年間平均で1990（平成2）
年度比20％削減」

◆ 数値目標 ２０１０ ◆
～2010（平成22）年度までの目標～

業務効率改善目標

　

業務効率改善目標

「設備安全・品質確保を大前提に、2003（平成15）年度比で20％以上改善」

財務体質改善目標財務体質改善目標

「株主資本比率25％以上を達成」

事業の成長目標－販売電力量の開拓事業の成長目標－販売電力量の開拓

「電気事業以外の売上高 (注1)　3,000億円以上、

電気事業以外の営業利益 (注2)　500億円以上を確保」
　 　(注1) 連結子会社・附帯事業の外部顧客に対する売上高の合計
　　(注2) 連結子会社・附帯事業の営業利益の合計

事業の成長目標－電気事業以外の売上高・営業利益事業の成長目標－電気事業以外の売上高・営業利益

地球環境貢献目標地球環境貢献目標

「100億kWh以上を開拓 」（平成16～22年度累計）

「ＣＯ２排出原単位を2008（平成20）～2012（平成24）年度の5年間平均で1990（平成2）
年度比20％削減」
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[ Ⅲ．供給計画の主な概要 ] 

１．電力需要の見通し 

 ａ）販売電力量 

・ 平成 18～29 年度までの年平均増加率は、1.0％（気温うるう補正後） 

・ 平成 20 年度は、前年度比 0.3％減 

ｂ）最大電力 

・ 平成 18～29 年度までの年平均増加率は、0.8％（気温補正後） 

・ 平成 20 年度は、6,110 万 kW（発電端 1日最大） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　年　度
平成28

　項　目 (2016)

（注）販売電力量の(  )内は気温うるう補正後、最大電力の（  ）内は気温補正後の増加率

販売電力量

(億kWh)

対前年増加率

(％)

1.1

(0.8)

－

6,236

－

－

5,527 5,896 5,847 －

平成18 19 20 29

送電端最大３日平均

最
 

大
 

電
 

力

(万kW)

対前年増加率

(万kW)

(％）

発電端１日最大

3,223 －2,876 2,969 2,960

－
1.0

(1.0)(1.5) (1.5) (0.9)

▲ 0.4 3.2 ▲ 0.3

(％／年)

5,806 6,147 6,110

(▲ 0.7) (0.2) (1.7)

▲ 3.8 6.7 ▲ 0.8

(2006) (2007) (2008) (2017)

前回差 ▲８億kWh

前回比 99.7％

6,179 6,393

前回比 96.7％

前回差 ▲214万kW

販売電力量・最大電力の見通し

年平均増加率

18～29

3,190 3,198

前回計画との比較

今回 前回

実  績 推定実績

販売電力量の推移

2,960
(▲0.3)

2,969
(3.2)

2,876
(▲0.4)

2,887
(0.7)

2,867
(3.9)

2,760
(▲2.1)

2,819
(2.3)2,755

(▲1.8)

2,807
(2.3)2,742

(2.7)

0

2,600

2,700

2,800

2,900

3,000

3,100

11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

(億kWh)

（ ）の数値は対前年増加率
（推定実績） （想定）

平成 年度
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最大電力の推移（発電端１日最大）

6,110

(▲37)

8月22日

6,147

(341)7月14日

5,806

(▲206)

8月5日

6,012

(▲138)

7月20日

6,150

(414)
9月11日

5,736

(▲584)

8月1日

6,320

(▲110)

7月24日

6,430

(506)

8月3日

5,924

(▲1)

9月1日

5,925

(5)

0

5,500

6,000

6,500

7,000

11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

(万kW)

（ ）の数値は対前年増分
（想定）

平成 年度

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．電源設備計画 

安定供給、エネルギーセキュリティの確保を基本に、経済性、運用性および

環境への適合などを総合的に勘案し、原子力を中心とした電源のベストミック

スを着実に推進してまいります。 

 主要な電源開発計画 

 

17/12､ 24/7
30年度以降

282神流川

11/12､ 12/6
30年度以降

160・ 野川

揚水式水力

25年度(1軸)、30年度以降150川崎2号系列

19/6､ 20/7､ 21/2150川崎1号系列

20/7､ 21/12､ 22/7152富津4号系列

ＬＮＧ火力

25年度60広野6号

25年度100常陸那珂2号
石炭火力

27/12､ 30年度以降各138.5a東通1､ 2号

26/10､ 27/10各13800福島第一7､ 8号
原子力

運転開始年月出力(万kW）地点名

 

電源の広域開発計画 

原子力

石炭火力

電源開発㈱

電源開発㈱

開発会社

24/3138.3大間

21/760磯子新2号

運転開始年月出力(万kW）地点名
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年度末電源設備量の推移        発電電力量の推移 

24% 24%
27%

8%

6%6%

33% 33%

32%

16%
16%

14%
19%

19%

18% 7,563 7,686

8,496

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

19 20 29

（万kW）

原子力

石炭

LNG

石油

水力

その他2%

1%

2%

（見通し）
   （年度）平成

（計画）→

48%

22%23%

9% 9%

10%

29%

43%43%

5%

19%18%

7%

6%6%

3,550

3,2283,240

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

19 20 29

（億kWh）

原子力

石炭

LNG

石油

水力

その他1%

1%

1%

（見通し）
   （年度）平成

（計画）→

（注）他社受電を含む （注）他社受電を含む

 

以 上 
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当社原子力発電所運営に係る報告における 

不正・データ改ざん等の有無に関する調査結果の報告について 

 

平成 20 年３月 28 日 

東京電力株式会社 

 

 当社は、平成 18 年 12 月 27 日に新潟県、柏崎市、刈羽村および福島県に提出

した「原子力発電所におけるデータ改ざん問題に係る総点検計画＊」にもとづ

き、発電設備に係るデータ改ざんや必要な手続きの不備等の有無に関する点検

を実施するとともに、その結果を踏まえた再発防止対策を実施してまいりまし

た。 

 

 本日、この計画に従い、原子炉等規制法、電気事業法、安全協定以外の法令・

条例にもとづく原子力発電所運営に係る報告における不正・改ざん等の有無に

関する調査結果をとりまとめ、新潟県、柏崎市、刈羽村および福島県に報告い

たしましたので、お知らせいたします。 

 

 今回の点検では、発電所運営に係る報告の数値データ等において新たに不

正・データ改ざん等を行っていた事実は確認されませんでしたが、誤記等の４

件の不適合事象を確認し、これらにつきましては、不適合情報として既にお知

らせしております。 

しかしながら、これまでの調査において明らかになった不正・データ改ざん

等につきまして、改めて立地地域をはじめ広く社会の皆さま方に深くお詫び申

し上げます。 

 

 当社は、このたびの一連の問題に対する強い反省に立ち、これまでの意識面

（しない風土）、仕組み面（させない仕組み）の対策をさらに拡充するとともに、

「言い出す仕組み」を構築し、再発防止に取り組んでおります。 

 特に、原子力発電所の運営につきましては、今回の教訓を積極的に活かし、

世界最高水準の安全性と品質レベルを有する原子力発電所を目指して、東京電

力グループをあげて、安全・品質管理活動を拡充、強化しております。

 

当社といたしましては、立地地域の皆さまやお客さまから信頼していただく

ことが事業活動の基盤であることを改めて肝に銘じ、今後とも再発防止対策の

確実な実施に取り組むとともに、立地地域の皆さまの声に真摯に耳を傾け、業

務運営に反映していくことにより、信頼の回復に努めてまいります。 

 

 以 上 

 



 

○別添資料 
・「当社原子力発電所運営に係る報告（区分Ⅲ）における不正・データ改ざん等に関

する調査結果について（概要版）」 
・「柏崎刈羽原子力発電所 発電所運営に係る報告（区分Ⅲ）における不正・データ

改ざん等に関する調査結果について」 

・「福島第一原子力発電所・福島第二原子力発電所 発電所運営に係る報告（区分Ⅲ）

における不正・データ改ざん等に関する調査結果について」 

 

 

 

＊ 原子力発電所におけるデータ改ざん問題に係る総点検計画

平成 18 年 11 月 30 日に公表した柏崎刈羽原子力発電所１号機および４号機に

おける冷却用海水の温度測定値（循環水の出口温度）の改ざん、ならびに 12 月

５日に公表した福島第一原子力発電所１号機における復水器海水出入口温度測

定データの改ざんについては、11 月 30 日に原子力安全・保安院からのご指示、

12 月１日に新潟県、柏崎市および刈羽村からのご要請、12 月 5 日に経済産業省

からの報告徴収のご指示ならびに福島県からのご要請をいただいたが、これらの

ご要請およびご指示を踏まえて策定した計画書。 

   調査および点検の範囲については、発電所設備に係る広範囲の業務におよぶこ

とから、対象を大きく３つの区分に分けて調査・点検を行い、状況については以

下の通り、適宜公表することとしてきた。 

区分Ⅰ：温排水等漁業調査結果報告書、電気事業法および原子炉等規制法に

基づく法定検査における計算機のデータ処理等［経済産業省からの

報告徴収指示（12/5）の対象、平成 19 年 1 月 31 日報告済み］ 

区分Ⅱ：電気事業法に基づく法定検査記録、原子炉等規制法に基づく記録・

定期報告および安全協定に基づく定期報告等［原子力安全・保安院

からの指示文書（11/30）の対象、平成 19 年 3 月 30 日報告済み］ 

区分Ⅲ：発電所運営に係る報告［本日（平成 20 年 3 月 28 日）報告］ 

 

 



当社原子力発電所 発
年３月 28 日
力株式会社

 １ 

（

保

示

に

総

策

る

正・改ざん等の

等の元データ）

記載がなく、比

ことを確認す

さまか

防止対

営に反

であり、これに

であり、不正・

NQ-11.不適合管

当該報告書等の

消防法、森林

、労働安全衛

の環境への排

法律・・・ 

など、約 60 の法律

理に

条例

２ 

の

場

３ 

（１

基づく記録・定期報告および安全協定に基づく定期報告等を抽出し、これらが適切に処理・記録されたものかについて

確認している。また、関係者への聞き取り調査および技術資料の確認 よ

いか積極的な掘り起こしを行ってきた。今回の報告対象である区分Ⅲ は

原子炉等規制法、電気事業法、安全協定以外のあらゆる法令・条例（ 法

物の処理及び清掃に関する法律等環境関連法令、建築基準法等）にも 提出

した。 
（２）調査対象期間 

至近(平成 18 年度)の状況について改ざん等が顕在化せず継続して 無を

もとづく提出頻度が定められているもので、提出頻度が１年を越す場 告

また、至近の報告書等に不正・改ざん等が確認された場合は、調査対 書類

うとともに、既に策定された再発防止対策が十分か否かについて検討 し

（３）調査方法 

法令・条例にもとづき社外に提出している報告書等について、以下 不正

認した。 

○当社原子力発電所における報告書等全体から区分Ⅲに該当する報告 、

おける報告の要否を確認するとともに、報告実績を確認する。 
を行うことに

調査において

労働安全衛生

とづき社外へ

いるものの有

合は、至近の報

象期間を当該

を行うことと

の方法により

書等を抽出し
５ まとめ 
今回の調査により、不正・改ざん等は確認されなかったが、立地地域の皆さまやお客

ら信頼していただくことが事業活動の基盤であることを改めて肝に銘じ、今後とも再発

策の確実な実施に取り組むとともに、立地地域の皆さまの声に真摯に耳を傾け、業務運

映していくことにより、信頼の回復に努めていく。 

条例 

公共物管理に関する条例、国土交通省所管公共用財産に関する条例、産業廃棄物の搬入・処

関する条例、核燃料税に関する条例、火災予防条例、自然環境に関する条例・・・ 

など、約 30 の

 
表３ 不正・改ざん等の事案 

 福島第一 福島第二 柏崎刈羽 

不正・改ざん等の合計 ０件 ０件 ０件 

 
（参考）確認された誤記等の不適合 ２件 １件 １件 

って、同様の問題が埋もれていな

、発電所運営に係る報告として、

、消防法、高圧ガス保安法、廃棄

している報告書等を調査対象と

確認した。なお、法令・条例に

時期まで遡って確認を実施した。

の全保存期限に遡って点検を行

た。 

・改ざん等の問題がないかを確

現状の設備状況等から、発電所に
調査経緯・目的 
当社・柏崎刈羽原子力発電所１号機、４号機および福島

循環水の出口温度）の改ざんが行われていることが確

安院からの指示、12 月１日に新潟県、柏崎市および刈

ならびに福島県からの要請を受けた。 

当社は、これらの指示・要請を受け、一連のデータ改ざ

係る総点検計画＊」をとりまとめ、平成 18 年 12 月 27 日

点検計画に従い、区分Ⅰ、区分Ⅱの調査を順次実施し、

を策定し、実行しているところである。 

本報告書は、総点検計画にもとづく発電所運営に係る

点検を行い、とりまとめたものであり、今後の的確な
 

＊原子力発電所におけるデータ改ざん問題に係る総点検計画 

調査および点検の範囲については、発電所設備に係る広範囲

を行い、状況については以下の通り、適宜公表することとした

区分Ⅰ：温排水等漁業調査結果報告書、電気事業法および

［経済産業省からの報告徴収指示（12/５）の対象

区分Ⅱ：電気事業法に基づく法定検査記録、原子炉等規制

［原子力安全・保安院からの指示文書（11/30）の

区分Ⅲ：発電所運営に係る報告［平成 20 年３月 28 日報告

調査体制 
本調査は「原子力発電設備における法令手続きおよび検

下で実施。また、調査状況、調査結果については、原子

から確認を行った。 

調査範囲・調査方法 

）調査範囲 

総点検計画に従い、これまでの区分Ⅰ、区分Ⅱの調査に
電所運営に係る報告（区分Ⅲ）における不正・データ改ざん等に関する調査結果について（概要版）
平成 20
東京電

第一原子力発電所１号機において、冷却用海水の温度測定値

認された問題について、平成 18 年 11 月 30 日に原子力安全・

羽村からの要請、12 月５日に経済産業省からの報告徴収の指

ん問題を踏まえた「原子力発電所におけるデータ改ざん問題

に新潟県、柏崎市、刈羽村および福島県へ報告するとともに、

現在、その結果にもとづき、組織運営の改善等の再発防止対

報告（区分Ⅲ）について、不正・改ざん等の問題の有無に関す

発電所運営に資することを目的とする。 

の業務におよぶことから、対象を大きく３つの区分に分けて調査・点検

。 

原子炉等規制法に基づく法定検査における計算機のデータ処理等 

、平成 19 年１月 31 日に報告済み］ 

法に基づく記録・定期報告および安全協定に基づく定期報告等 

対象、平成 19 年３月 30 日に報告済み］ 

］ 

○調査対象について、エビデンス（台帳等の元データ）との照合などの方法で不

問題がないことを確認する。（表１） 
 

表１ 調査方法 
 内 容 
① 調査対象書類に記載されている数値データを含む項目と、その元となるエビデンス（台帳

の有無を確認・照合し、報告の内容が適正であるか否かを確認する。 

② 調査対象書類が予定や計画に関する書類で、実績値の数値データや良否判定結果などの

較（照合）対象がないものなど、改ざん等の可能性のないことを確認する。 

③ 数値データ等の根拠が報告書等に添付されているなどにより、改ざん等の可能性のない

る。 

 

４ 調査結果 
調査対象として抽出した報告書類は、約 430 種類、３発電所合計約 1,800 件

関連する法令・条例を表２に示す。これらについて調査した結果は表３の通り

改ざん等問題となる事項は確認されなかった。 

なお、調査の過程で誤記と判断される不適合が確認されたものについては、「

理及び是正処置・予防処置基本マニュアル」にもとづき処理を行うとともに、

取扱いについて、関係当局の指導を受けながら対応を行った。 

 
表２ 区分Ⅲ関連法令・条例 

対象 名 称 

法律 

エネルギーの使用の合理化に関する法律、河川法、建築基準法、高圧ガス保安法、

法、ダイオキシン類対策特別措置法、地球温暖化対策の推進に関する法律、道路法

生法、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律、雇用保険法、特定化学物質

出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律、廃棄物の処理及び清掃に関する

査・計測記録適正化対策部会（主査：常務取締役 中村秋夫）」

力品質・安全部長の下で、発電所品質・安全部が客観的な立

おいて電気事業法に基づく法定検査記録、原子炉等規制法に



 

当社原子力発電所における計器の設定誤り等に係る対応状況の 

最終報告書の経済産業省原子力安全・保安院への提出について 

 

平成20年３月28日 

東京電力株式会社 

 

当社は、平成18年６月以降、福島第一原子力発電所１号機、３号機および

５号機の流量計において、計器の設定に係る不適合が判明した事象について、

経済産業省原子力安全・保安院からの指示 ＊ １ にもとづき、平成18年７月11日、

原子力発電所に設置されている全ての計器が適正な指示値を示すことを確

認するための点検計画を同院へ提出いたしました。この点検計画にもとづき、

保安規定に定める監視に用いている計器および定期検査の判定基準を満た

すことの確認に用いている計器について点検を実施し、点検結果および点検

結果を踏まえた原因究明と再発防止対策をとりまとめ、平成18年12月11日ま

でに同院へ報告いたしました。 

引き続きこの点検計画にもとづき、その他の計器の点検結果および、点検

結果を踏まえた原因究明と再発防止対策の最終的なとりまとめについて、平

成19年７月末を目途に経済産業省原子力安全・保安院へ報告することとして

おりましたが、その過程において追加点検 ＊ ２ が必要となったことから、平成

20年３月末を目途に、すべての計器の点検結果および点検結果を踏まえた原

因究明と再発防止対策の最終的なとりまとめを、同院へ報告することとして

おりました。 

（平成18年７月11日、31日、８月11日、31日、10月27日、12月11日、平成19年７月31日お知らせ済み）  

 

当社は、平成19年７月31日に改訂した点検計画にもとづき、計器の点検を

完了 ＊ ３ し、点検結果および点検結果を踏まえた原因究明と再発防止対策を最

終的にとりまとめ、本日、同院へ報告いたしましたのでお知らせいたします。 

 

当社といたしましては、このたびの問題を強く反省するとともに、立地地

域の皆さまやお客さまから信頼していただくことが事業活動の基盤であるこ

とを改めて肝に銘じ、今後とも再発防止対策の確実な実施に取り組み、信頼

の回復に努めてまいります。 

 

以 上 

 

 

【別紙】 

「当社原子力発電所に設置されている計器に関する点検結果および点検結果を踏まえ

た原因究明と再発防止対策の最終報告について」 

 



 

 

＊１ 原子力安全・保安院からの指示 

平成18年７月６日付文書「福島第一原子力発電所における計器の設定誤り等への

対応について」（平成18・07・05原院第５号）の指示内容は以下のとおり。 

○ 原子力発電所に設置されている計器が適正な指示値を示すことを確認するた

めの点検計画を平成 18 年７月 11 日までに原子力安全・保安院に提出すること。 

○ 保安規定に定める監視に用いている計器および定期検査の判定基準を満たす

ことの確認に用いている計器については、優先的に点検に取り組むこと。 

○ 点検計画にもとづき速やかに点検を実施し、その結果を報告するとともに、点

検結果を踏まえた原因究明と再発防止対策についても報告すること。  

＊２ 追加点検 

点検計画の策定後に判明した、福島第二原子力発電所４号機および柏崎刈羽原子

力発電所７号機のおける主蒸気隔離弁漏えい率検査装置温度検出器の誤結線に関

する不適合等を踏まえ、温度検出器、速度検出器および局出力領域モニタについて

過去の点検記録または可能な範囲での現場接続確認により、誤結線がないことを確

認するための点検。 

＊３ 計器の点検を完了 

柏崎刈羽原子力発電所の一部の温度検出器および速度検出器については、点検計

画にもとづく可能な範囲での現場接続確認は実施しているものの、現場検出器部分

については新潟県中越沖地震後の本体設備点検に合わせ、結線の状態を確認するこ

ととしている。 



0

【参考】計器点検最終報告書の概要

原子力安全・保安院 指示文書 『福島第一原子力発電所における計器
の設定誤り等への対応について』 （平成18・07・05原院第5号）

『原子力発電所に設置されている計器に関する点検計画書』　平成18年7月11日

『原子力発電所に設置されている計器に関する点検計画書』（改訂１）　平成19年7月31日

【 点検対象及び対象ループ数 】

今回、新たに報告するもの
＋

『点検結果の中間報告について』　（その１）～（その４）

『点検結果を踏まえた原因究明と再発防止対策の中間報告』

⑤ 定期検査項目以外の定期事業者検査で使用する計器
◇柏崎刈羽 １号機 タービン駆動給水ポンプAタービンスラスト軸受メタル温度計

タービンスラスト軸受メタル温度計について、「後側上部左」と「後側上部右」の

ケーブル配線が現場端子台にて入れ違っていた

⑥ その他の計器
◇柏崎刈羽 １号機 低起動変圧器電力計

電力計の電流入力仕様（変流比）が現場計器用変流器の変流比と整合していない
◇柏崎刈羽 ２号機 復水ろ過脱塩装置カチオン塔出口廃液導電率計

現場計器の出力特性（線形）が中央制御室側指示計特性（非線形）と整合していない

件数 ：  1件

① 保安規定に定める監視に用いている計器
② 定期検査の判定基準を満たすことの確認に用いている計器
④ 定期検査項目の定期事業者検査で使用する計器
⑤ 定期検査項目以外の定期事業者検査で使用する計器

◇福島第一 ４号機 炉心スプレイ系ポンプ吐出圧力計
水頭圧補正値に誤り

◇福島第一 ６号機 炉心スプレイ系ポンプ流量計
流量検出器と流量変換器のレンジが整合していない

◇福島第一 １号機 ほう酸水貯蔵タンク水位計
水位計の計測範囲（零点の基準位置）に誤り

◇福島第一 １号機 高圧注水系ポンプ流量計
流量検出器と流量変換器のレンジが整合していない

件数 ：  2件

件数 ：  39件

既報告分と、今回新たに見つかった不適合の原因究明
と再発防止対策含めて最終報告書として報告

２．点検の過程で図書の誤記等の不適合（959件）を確認

２．点検の過程で図書の誤記、不足等の不適合（誤記：23,283件、不足：3,702件）を確認

【平成１８年６月以降】　福島第一 ５，１，３号機の流量計に、設計図書の誤りや測定器の設定間違いに起因する測定器の誤表示が５件、判明。

①保安規定に定める監視に用いている
計器

②定期検査の判定基準を満たすことの
確認に用いている計器

③使用前検査で使用する計器

④定期検査項目の定期事業者検査で
使用する計器

⑤定期検査項目以外の定期事業者検
査で使用する計器

計器分類 福島第一 福島第二 柏崎刈羽 合 計

1,966

1,647

6,639

24,486

1,800

1,564

5,491

19,287

3,285

2,642

9,569

35,460

7,051

5,853

21,699

79,233⑥その他の計器

重
要
度
の
高
い
計
器

34,738 28,142 50,956 113,836

使用前検査の都度点検実施 （ループ数は算出せず）

【 点検の視点 】

Ａ　計器が適正な指示値を示していることを確認　（①～⑥の計器）

◇点検計画書で定めた点検

◇点検計画書（改訂１）で定めた点検

Ｂ　プロセス計算機の出力値などが適正な指示値を示していることを確認

Ｃ　温度検出器、速度検出器などの一意性の確認　（①～⑤の計器）

◇点検計画書とは別に不適合の水平展開として点検

Ｄ　検査要領書における判定基準記載値誤りに対する確認　（②～⑤の計器）

⑥－Ａ　　④－Ｃ　　⑤－Ｃ

①－Ａ～Ｃ　　②－Ａ～Ｄ　　③－Ａ～Ｄ
④－Ａ～Ｄ　　⑤－Ａ～Ｄ

既に報告済み

１．約35,000ループの計器の適切性などを点検した。点検の過程で39件の不適合を確認

１．約80,000ループの計器の適切性などを点検した。点検の過程で3件の不適合を確認
（一部④⑤の計器の一意性確認を含む）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（①～⑤の計器およびプロセス計算機）



 

当社発電設備に係る再発防止対策の実施状況および効果の検証結果について 

 

平成 20 年４月４日 

                          東京電力株式会社 
 

当社は、水力、火力、原子力の各発電設備におけるデータ改ざん、必要な手続きの

不備等に関する調査結果を踏まえた再発防止対策および経済産業省からの指示事項＊

に対する具体的な行動計画を、平成 19 年５月 21 日に、経済産業省原子力安全・保安

院へ報告いたしました。           （平成 19 年５月 21 日お知らせ済み） 

 

このたび当社は、この行動計画にもとづき推進してきた再発防止対策の実施状況お

よび効果の検証結果を取りまとめましたので、お知らせいたします。 

当社は、平成 18 年 11 月以降、当社発電設備においてデータ改ざんや手続き不備等

の不適切事案が明らかになったことに対する強い反省に立ち、これまで再発防止対策

として取り組んできた「しない風土」と「させない仕組み」を充実・徹底させるとと

もに、業務上の課題や問題を自発的に言い出し、それを積極的に受け止める取り組み

として「言い出す仕組み」を構築し、実施してまいりました。 

 

この一年間に取り組んできた再発防止対策の実施状況および効果を検証した結果、

対策の開始時期が遅れたこと等の課題はあったものの、概ね予定通り完了したことを

確認するとともに、全社員を対象とした意識調査や内部監査部門による監査などによ

り、対策の有効性を確認しております。 

 

また、当社は、さらなる企業倫理意識の向上・法令遵守の徹底を目指し、今回の検

証において確認された課題および社外の方々からいただいたご意見等を踏まえて定め

た平成20年度の行動計画にもとづき、継続して再発防止対策に取り組んでまいります。 

 

当社といたしましては、立地地域の皆さまやお客さまから信頼を得ることが、東京

電力グループの事業活動の基盤であることを改めて肝に銘じ、すべての職場で誠実な

仕事を着実に積み重ねることにより、信頼回復に努めてまいります。 

 

以 上 

 

○別添資料 

・当社発電設備に係る再発防止対策の実施状況および効果の検証結果についての報告（概要版） 

・全社的な再発防止対策の検証結果一覧 

・当社発電設備に係る再発防止対策の実施状況および効果の検証結果についての報告 

 

＊：経済産業省からの指示事項 

「発電設備に係る総点検の結果を踏まえた今後の対応について（厳重注意及び指示）」 

（平成 19・04・18 原第 42 号 平成 19 年４月 20 日） 

 



■ 平成20年度行動計画 <Action>■ 平成20年度行動計画 <Action>

今後の取り組み方針
再発防止対策の実施状況および実効性を確認した結果、明らか
になった課題を継続的に改善。
部門横断・水平展開、全社員への徹底、継続的な取り組みとい
う観点から、平成20年度も再発防止策検討部会の活動を実施。
社外の方々のご意見についても、可能な限り再発防止対策に反
映。
今後も継続して取り組む方策については、可能な限り日常業務
に反映。

今後の取り組み方針
再発防止対策の実施状況および実効性を確認した結果、明らか
になった課題を継続的に改善。
部門横断・水平展開、全社員への徹底、継続的な取り組みとい
う観点から、平成20年度も再発防止策検討部会の活動を実施。
社外の方々のご意見についても、可能な限り再発防止対策に反
映。
今後も継続して取り組む方策については、可能な限り日常業務
に反映。

当社発電設備に係る再発防止対策の実施状況および効果の検証結果についての報告（概要版）

■平成19年度の実施計画・実施状況 <Plan・Do>■平成19年度の実施計画・実施状況 <Plan・Do>

Ｉ　しない風土（４方策、８項目）
①「企業倫理遵守に関する行動基準」の規定内容の充実

データの適正な記録・管理、保安規程・保安規定の重要性等の項目を
「行動基準」に反映し、これを活用した研修を実施。

②部門・職場の特性等を念頭においた企業倫理研修の充実
「目的の確認」「ルールの確認」など仕事の基本に関する研修、技術
者倫理に関する研修、管理職に対する研修等を実施。

③企業倫理遵守に関する宣誓書への署名の実施
新しい行動基準についての宣誓書に、ほぼ全ての役員・社員が署名。

④部門間・事業所間のより一層の人材交流の推進
平成19年７月以降、部門間交流を実施（52名）。

Ｉ　しない風土（４方策、８項目）
①「企業倫理遵守に関する行動基準」の規定内容の充実

データの適正な記録・管理、保安規程・保安規定の重要性等の項目を
「行動基準」に反映し、これを活用した研修を実施。

②部門・職場の特性等を念頭においた企業倫理研修の充実
「目的の確認」「ルールの確認」など仕事の基本に関する研修、技術
者倫理に関する研修、管理職に対する研修等を実施。

③企業倫理遵守に関する宣誓書への署名の実施
新しい行動基準についての宣誓書に、ほぼ全ての役員・社員が署名。

④部門間・事業所間のより一層の人材交流の推進
平成19年７月以降、部門間交流を実施（52名）。

Ⅱ　させない仕組み（２方策、８項目）
①第一線職場の設備や業務実態に適合した規程・マニュアルへの見直し

発電設備に関する総点検結果を規程・マニュアルに反映。
法令遵守等の観点から全規程・マニュアル（約3,700）をレビューし、
約1,800を制改定。

②内部監査機能の強化・充実
内部監査により、再発防止対策の実施状況を確認。
保安監査において、河川法の遵守状況を確認。

Ⅱ　させない仕組み（２方策、８項目）
①第一線職場の設備や業務実態に適合した規程・マニュアルへの見直し

発電設備に関する総点検結果を規程・マニュアルに反映。
法令遵守等の観点から全規程・マニュアル（約3,700）をレビューし、
約1,800を制改定。

②内部監査機能の強化・充実
内部監査により、再発防止対策の実施状況を確認。
保安監査において、河川法の遵守状況を確認。

Ⅲ　言い出す仕組み（６方策、11項目）
①立地地域・社会の声を業務運営に活かす仕組みの強化

原子力・立地本部の社員が安全と品質面で守るべき行動の規範を職責
毎に定めた「安全と品質達成のための行動基準」を作成。
本店に「地域の声委員会」を設置し、四半期毎に開催。

②業務の点検月間の設置等による業務の集中的見直しの実施
平成19年５月より業務の点検月間を開始し、延べ45,500人が討議に参
加し、約5,600件のテーマを討議。

③設備のトラブルや不具合を管理する仕組みの充実
水力、火力、原子力部門において、不具合を管理するシステムを活用・
整備し、これを用いた不具合管理を開始。

④業務ﾌﾟﾚｯｼｬｰ等から第一線職場が抱える悩みを軽減するためのｻﾎﾟｰﾄ強化
水力・火力部門において、技術的課題および法令に関する相談窓口を
設置。企業倫理相談窓口も、引き続き周知活動を実施。

⑤第一線職場支援のための法務・コンプライアンス機能の強化
平成19年７月に法務室を設置し、出前法律相談、ヘルプラインの設置
等の対策、法務担当者の人材交流を実施。

⑥原子力部門の業務運営の見直し
平成19年４月に本店各部のミッションを明確化した組織に改編。

Ⅲ　言い出す仕組み（６方策、11項目）
①立地地域・社会の声を業務運営に活かす仕組みの強化

原子力・立地本部の社員が安全と品質面で守るべき行動の規範を職責
毎に定めた「安全と品質達成のための行動基準」を作成。
本店に「地域の声委員会」を設置し、四半期毎に開催。

②業務の点検月間の設置等による業務の集中的見直しの実施
平成19年５月より業務の点検月間を開始し、延べ45,500人が討議に参
加し、約5,600件のテーマを討議。

③設備のトラブルや不具合を管理する仕組みの充実
水力、火力、原子力部門において、不具合を管理するシステムを活用・
整備し、これを用いた不具合管理を開始。

④業務ﾌﾟﾚｯｼｬｰ等から第一線職場が抱える悩みを軽減するためのｻﾎﾟｰﾄ強化
水力・火力部門において、技術的課題および法令に関する相談窓口を
設置。企業倫理相談窓口も、引き続き周知活動を実施。

⑤第一線職場支援のための法務・コンプライアンス機能の強化
平成19年７月に法務室を設置し、出前法律相談、ヘルプラインの設置
等の対策、法務担当者の人材交流を実施。

⑥原子力部門の業務運営の見直し
平成19年４月に本店各部のミッションを明確化した組織に改編。

■ 効果の検証結果 <Check>■ 効果の検証結果 <Check> ■ 第三者のご意見 <Check>■ 第三者のご意見 <Check>

Ｉ　しない風土
企業倫理定着活動について、研修ツール類を充実するとともに
研修を継続。
部門間・事業所間の人材交流を継続。

Ｉ　しない風土
企業倫理定着活動について、研修ツール類を充実するとともに
研修を継続。
部門間・事業所間の人材交流を継続。

Ⅱ　させない仕組み
規程・マニュアルについて、レビューの実施や「疑義・改善要
望システム」の活用などにより、継続的に改善。
内部監査において、 再発防止対策の実施状況を継続して確認。

不具合情報、再発防止対策等をグループ大で共有・水平展開す
る仕組みを充実。（新規）

Ⅱ　させない仕組み
規程・マニュアルについて、レビューの実施や「疑義・改善要
望システム」の活用などにより、継続的に改善。
内部監査において、 再発防止対策の実施状況を継続して確認。

不具合情報、再発防止対策等をグループ大で共有・水平展開す
る仕組みを充実。（新規）

Ⅲ　言い出す仕組み
立地地域・社会の声を業務運営に活かす仕組みを定着。
業務の集中的見直しを行う「業務の点検月間」を継続実施。
不具合を管理する仕組み定着を徹底。
法務室による店所サポート等の活動を継続実施。
社外関係各所とのコミュニケーションを強化。（新規）

Ⅲ　言い出す仕組み
立地地域・社会の声を業務運営に活かす仕組みを定着。
業務の集中的見直しを行う「業務の点検月間」を継続実施。
不具合を管理する仕組み定着を徹底。
法務室による店所サポート等の活動を継続実施。
社外関係各所とのコミュニケーションを強化。（新規）

Ｉ　しない風土（Ａ評価：８項目、Ｂ評価：０項目、Ｃ評価：０項目）

＜実施状況評価＞
すべての方策について、平成19年度中に実施完了。

＜実効性評価＞
社員意識調査等により、すべての方策の有効性を確認。

＜監査結果＞
実施状況、実効性に関して、課題が確認されなかった。

＜総合評価＞　
実施状況に課題はなく、実効性評価、監査の面からも有効性を確認。
また、社員意識調査において、企業倫理意識に関する設問の評価が
向上していることを確認。平成20年度も引き続き、この企業倫理意
識の維持・向上を図っていく。

Ｉ　しない風土（Ａ評価：８項目、Ｂ評価：０項目、Ｃ評価：０項目）

＜実施状況評価＞
すべての方策について、平成19年度中に実施完了。

＜実効性評価＞
社員意識調査等により、すべての方策の有効性を確認。

＜監査結果＞
実施状況、実効性に関して、課題が確認されなかった。

＜総合評価＞　
実施状況に課題はなく、実効性評価、監査の面からも有効性を確認。
また、社員意識調査において、企業倫理意識に関する設問の評価が
向上していることを確認。平成20年度も引き続き、この企業倫理意
識の維持・向上を図っていく。

Ⅱ　させない仕組み（Ａ評価：７項目、Ｂ評価：１項目、Ｃ評価：０項目）

＜実施状況評価＞
一部方策の完了に遅れがあったが、平成19年度中に実施完了。

＜実効性評価＞
社員意識調査等により、一部に不合理な規程・マニュアルが存在す
るという課題が確認されたが、その他の方策では、有効性を確認。

＜監査結果＞
不合理な規程・マニュアルの改善についての指摘があったが、その
他の方策では、実施状況、実効性に関する課題が確認されなかった。

＜総合評価＞
一部方策に課題はあったが、概ね方策の有効性を確認。平成20年度
は、不合理な規程・マニュアルの改善とともに引き続き再発防止対
策の定着度合いを確認することが課題。

Ⅱ　させない仕組み（Ａ評価：７項目、Ｂ評価：１項目、Ｃ評価：０項目）

＜実施状況評価＞
一部方策の完了に遅れがあったが、平成19年度中に実施完了。

＜実効性評価＞
社員意識調査等により、一部に不合理な規程・マニュアルが存在す
るという課題が確認されたが、その他の方策では、有効性を確認。

＜監査結果＞
不合理な規程・マニュアルの改善についての指摘があったが、その
他の方策では、実施状況、実効性に関する課題が確認されなかった。

＜総合評価＞
一部方策に課題はあったが、概ね方策の有効性を確認。平成20年度
は、不合理な規程・マニュアルの改善とともに引き続き再発防止対
策の定着度合いを確認することが課題。

Ⅲ　言い出す仕組み（Ａ評価：８項目、Ｂ評価：３項目、Ｃ評価：０項目）

＜実施状況評価＞
一部方策に遅れがあるが、概ね予定通り実施完了。

＜実効性評価＞
社員意識調査、部門アンケート等により、「業務の点検月間」「不
具合管理の充実」「法務・コンプライアンス機能の強化」において、
一部課題が確認されたが、その他の方策では、有効性を確認。

＜監査結果＞
「不具合管理の充実」「法務・コンプライアンス機能の強化」にお
いて、本店主管部の継続的な支援、対策の確実な実施等に関する指
摘があったが、その他の方策では、実施状況、実効性に関する課題
が確認されなかった。

＜総合評価＞
一部方策に課題はあったが、概ね方策の有効性を確認。また、社員
意識調査により、「何でも言える職場」に関する設問の評価が高い
ことや、各種窓口の受付実績が増加しており、職場の雰囲気・社員
の意識が改善されつつあることを確認。平成20年度は、各方策を確
実に定着させるとともに、方策の認知度を向上させることが課題。

Ⅲ　言い出す仕組み（Ａ評価：８項目、Ｂ評価：３項目、Ｃ評価：０項目）

＜実施状況評価＞
一部方策に遅れがあるが、概ね予定通り実施完了。

＜実効性評価＞
社員意識調査、部門アンケート等により、「業務の点検月間」「不
具合管理の充実」「法務・コンプライアンス機能の強化」において、
一部課題が確認されたが、その他の方策では、有効性を確認。

＜監査結果＞
「不具合管理の充実」「法務・コンプライアンス機能の強化」にお
いて、本店主管部の継続的な支援、対策の確実な実施等に関する指
摘があったが、その他の方策では、実施状況、実効性に関する課題
が確認されなかった。

＜総合評価＞
一部方策に課題はあったが、概ね方策の有効性を確認。また、社員
意識調査により、「何でも言える職場」に関する設問の評価が高い
ことや、各種窓口の受付実績が増加しており、職場の雰囲気・社員
の意識が改善されつつあることを確認。平成20年度は、各方策を確
実に定着させるとともに、方策の認知度を向上させることが課題。

全体評価
全27項目中、Ａ評価23項目、Ｂ評価４項目、Ｃ評価０項目。実施
状況および実効性の面で大きな課題のあったものはなく、方策の
有効性を確認。
一部に課題のあった方策については、対策の開始時期が遅れたこ
と、方策の周知・徹底が不十分であったこと等の課題が確認。
内部監査において、いくつかの方策について活動に不十分な点が
見られたが、適切に改善されたことを確認。

全体評価
全27項目中、Ａ評価23項目、Ｂ評価４項目、Ｃ評価０項目。実施
状況および実効性の面で大きな課題のあったものはなく、方策の
有効性を確認。
一部に課題のあった方策については、対策の開始時期が遅れたこ
と、方策の周知・徹底が不十分であったこと等の課題が確認。
内部監査において、いくつかの方策について活動に不十分な点が
見られたが、適切に改善されたことを確認。

企業倫理委員会（平成20年２月26日）でのご意見

　・モニタリングについては、プラス評価が増えていることは高く
　　評価。
　・マイナス評価の原因を調べ、これを減らしていくことが重要。
　・自由意見からは、必要以上に厳しいルールや多くのルールが定
　　められていたり、ルールは遵守しているがその改善までは手が
　　回らないといった現場の苦労が見てとれる。また、上司によっ
　　ては意見が言えないといった実態があることが感じられる。

企業倫理委員会（平成20年２月26日）でのご意見

　・モニタリングについては、プラス評価が増えていることは高く
　　評価。
　・マイナス評価の原因を調べ、これを減らしていくことが重要。
　・自由意見からは、必要以上に厳しいルールや多くのルールが定
　　められていたり、ルールは遵守しているがその改善までは手が
　　回らないといった現場の苦労が見てとれる。また、上司によっ
　　ては意見が言えないといった実態があることが感じられる。

原子力安全・品質保証会議（平成19年12月21日）でのご意見
　再発防止対策の実施状況の評価については、今回の監査報告の方

向性で良いが、下記意見も踏まえ、今後の活動を引き続き進めて
もらいたい。

　・情報発信側と受け手側で、将来的には能動的なコミュニケー　
　ションが必要。

　・地元との信頼感の醸成は常により良いものへ改善しなければな
　らない。

　・協力企業との関係で、より自由に意見が言える雰囲気を醸成し、
　それを社風にすることが大事。

原子力安全・品質保証会議（平成19年12月21日）でのご意見
　再発防止対策の実施状況の評価については、今回の監査報告の方

向性で良いが、下記意見も踏まえ、今後の活動を引き続き進めて
もらいたい。

　・情報発信側と受け手側で、将来的には能動的なコミュニケー　
　ションが必要。

　・地元との信頼感の醸成は常により良いものへ改善しなければな
　らない。

　・協力企業との関係で、より自由に意見が言える雰囲気を醸成し、
　それを社風にすることが大事。

平成20年４月４日
東京電力株式会社

■効果の検証方法■効果の検証方法

自己評価
再発防止対策の実施状況の評価に加え、全社員を対象とした意識調査
（以下、社員意識調査）、各種アンケート、セルフアセスメント、活
動実績などを分析することにより、実効性を評価。

監査による評価
内部監査部門である品質・安全監査部、原子力品質監査部が、再発防
止対策の実施部署および実施対象箇所における対策の実施状況を監査。

評価結果の区分
各方策の検証結果については、実施状況、実効性評価、監査の結果を
踏まえ、Ａ（目標達成）、Ｂ（一部に課題）、Ｃ（目標未達）に区分。

自己評価
再発防止対策の実施状況の評価に加え、全社員を対象とした意識調査
（以下、社員意識調査）、各種アンケート、セルフアセスメント、活
動実績などを分析することにより、実効性を評価。

監査による評価
内部監査部門である品質・安全監査部、原子力品質監査部が、再発防
止対策の実施部署および実施対象箇所における対策の実施状況を監査。

評価結果の区分
各方策の検証結果については、実施状況、実効性評価、監査の結果を
踏まえ、Ａ（目標達成）、Ｂ（一部に課題）、Ｃ（目標未達）に区分。

　当社は、発電設備におけるデータ改ざん、必要な手続きの不備等に関する調査結果を踏まえた再発防止対策および経済産業省からの指示事項等に対する具体的な行動計画を、経済産業省原子力安全・保安院へ報告（平成19年５月
21日）し、再発防止対策の実施・展開に取り組んでまいりました。このたび当社は、再発防止対策の実施状況の確認結果ならびに効果の検証を行い、その結果を踏まえた平成20年度の行動計画を策定いたしました。
　当社といたしましては、立地地域の皆さまやお客さまから信頼を得ることが、東京電力グループの事業活動の基盤であることを改めて肝に銘じ、すべての職場で誠実な仕事を着実に積み重ねてまいります。

水力、火力、原子力の各部門および経済産業省からの指示事項に対する
実施状況の確認および検証結果については、報告書本文資料２～５、お
よび別冊２～５を参照。



新潟県中越沖地震後の点検・復旧作業の状況および不適合について 

（週報：３月６日） 

平成 20 年３月６日 

東京電力株式会社 

 

 当社・柏崎刈羽原子力発電所における新潟県中越沖地震後の主な点検・復旧作業の状況お

よび不適合についてお知らせいたします。 

 

１．主な点検・復旧状況 

○平成 20 年２月 29 日から３月６日までに点検および復旧を完了したもの 

  ・１号機 圧力抑制室点検：３月１日完了 

・１号機 燃料・制御棒点検（制御棒等貯蔵設備）：２月 29 日完了 

・１号機 主発電機点検（回転子引き抜き）：３月５日完了 

・５号機 ジェットポンプ点検（Ｎｏ．１取り外し）：２月 28 日完了＊

・５号機 所内変圧器（５Ｂ）内部点検：３月３日完了 

  ・６号機 圧力抑制室点検：３月６日完了予定 

＊今週追加したもの 

 

○平成 20 年３月７日から３月 13 日までに点検および復旧を開始するもの 

・２号機 圧力抑制室点検（準備）：３月 12 日開始 

・３号機 燃料・制御棒点検（制御棒等貯蔵設備）：３月 10 日開始 

・３号機 励磁変圧器（工場搬出準備）：３月 12 日開始 

・５号機 励磁変圧器（油抜き／内部点検）準備：３月 10 日開始 

・６号機 主発電機点検：３月 10 日開始 

・６号機 放水路点検・復旧（補修工事）：３月 10 日開始 

・６号機 排気筒点検（上部詳細点検）：３月 10 日開始 

・７号機 主変圧器（搬入準備）：３月 10 日開始 

・７号機 50 万Ｖ電力ケーブル（ＯＦケーブル）点検（電気試験）：３月８日開始 

・７号機 放水路点検・復旧（補修工事）：３月 10 日開始 

・屋外消火栓配管地上化・防火水槽新設他（泡消火設備現場盤取替）：３月 10 日開始 

・港湾設備復旧工事（物揚場）：３月 10 日開始 

 

○平成 20 年３月２日から３月 29 日までの主な点検・復旧作業実績・予定 

・「新潟県中越沖地震発生による柏崎刈羽原子力発電所の 

主な点検・復旧作業予定（４週間工程）」・・・別紙 



 

２．新潟県中越沖地震後の点検・復旧作業に係る不適合 

  「新潟県中越沖地震後の点検・復旧作業における不適合等に係る当面の公表について」

にもとづく、平成 20 年２月 28 日から３月５日までのトラブル情報の発生状況については

次のとおりです。 

 

○トラブル情報（中越沖地震関連） 

平成 20 年２月 28 日～３月５日 

（平成 19 年８月 10 日～累計） 
公表区分別件数（平成 19 年８月 10 日～累計）

Ⅰ ０件（０件） 

Ⅱ ０件（０件） 件数 
１件  

（９件） 
Ⅲ １件（９件） 

 

＜平成 20 年２月 28 日～３月５日発生分＞ 

公表区分 発見日 件名 状況 

Ⅰ   － － － 

Ⅱ － － － 

Ⅲ H20.３.３ ７号機タービンの詳細点

検状況について 

７号機タービン点検（詳細点検）で、

低圧タービン（Ｃ）第 14 段動翼の

うち１枚の翼付け根部において、止

めピンの亀裂ならびにフォーク部

の一部の破損を確認。今後、新潟県

中越沖地震との関連を含めて原因

を調査予定。 

 
○その他 

・特になし 
 

以 上 



 
 

柏崎刈羽原子力発電所５号機、６号機に関する新潟県中越沖地震後の 
設備健全性に係る点検・評価計画書の提出について 

 

平成 20 年３月７日 

東 京 電 力 株 式 会 社 

 
 当社は、平成 19 年７月 16 日に発生した新潟県中越沖地震を踏まえ、11 月９

日に経済産業省原子力安全・保安院より受領した指示文書 に基づき、＊１ 本日、

柏崎刈羽原子力発電所５号機の一部設備および６号機の各設備の健全性に係る

点検・評価計画書を原子力安全・保安院へ提出いたしましたので、お知らせい

たします。 

 
今後、同計画書に基づき、各設備の点検・評価を実施していくとともに、必

要に応じて計画書の見直し等を行ってまいります。 
 
なお、同発電所１号機、７号機については、既に提出している点検・評価計

画書＊２に基づき、点検・評価を順次実施しております。 

 

また、同発電所２～４号機についても、今後同様に点検・評価計画書をとり

まとめてまいります。 

  

以 上 

 

○別添資料 

 ・柏崎刈羽原子力発電所５号機 新潟県中越沖地震後の設備健全性に係る点検・評価

計画書（共用設備分） 
 ・柏崎刈羽原子力発電所６号機 新潟県中越沖地震後の設備健全性に係る点検・評価

計画書 

 

＊１ 経済産業省原子力安全・保安院からの指示文書（平成 19 年 11 月９日） 

   「新潟県中越沖地震を受けた柏崎刈羽原子力発電所の設備の健全性に係る点検・

評価計画について」 

・ 柏崎刈羽原子力発電所第１号機から第７号機について、号機ごとに「点検・

評価に関する計画書」を作成するとともに、個別号機ごとの計画が作成され

次第、順次原子力安全・保安院へ提出する。 

 

＊２ 既に提出している点検・評価計画書 

・ １号機の設備の点検・評価計画書は、平成 20 年２月６日に提出。 

・ ７号機の設備の点検・評価計画書は、平成 19 年 11 月 27 日に提出し、12 月

20 日に改訂２に更新。また、建物・構築物に関する点検・評価計画書を平成

20 年２月 25 日に提出。 



新潟県中越沖地震後の点検・復旧作業の状況および不適合について 

（週報：３月 13 日） 

平成 20 年３月 13 日 

東京電力株式会社 

 

 当社・柏崎刈羽原子力発電所における新潟県中越沖地震後の主な点検・復旧作業の状況お

よび不適合についてお知らせいたします。 

 

１．主な点検・復旧状況 

  ○平成 20 年３月７日から３月 13 日までに点検および復旧を完了したもの 

・１号機 原子炉圧力容器点検（ノズル部他）：３月７日完了 

  ・３号機 燃料・制御棒点検（制御棒等貯蔵設備点検）：３月 10 日完了 

  ・５号機 原子炉再循環系配管維持基準適用箇所点検（超音波探傷試験）：３月 12 日完了 

   

○平成 20 年３月 14 日から３月 19 日までに点検および復旧を開始するもの 

・１号機 原子炉複合建屋地下５階水没機器本復旧作業：３月 17 日開始 

・２号機 燃料・制御棒点検（制御棒等貯蔵設備点検）：３月 18 日開始 

・２号機 主発電機点検：３月 14 日開始 

・３号機 燃料・制御棒点検（燃料外観点検）：３月 14 日開始 

・３号機 原子炉再循環系配管維持基準適用箇所点検（詳細調査準備）：３月 14 日開始 

・３号機 主変圧器点検（工場搬出準備）：３月 17 日開始 

・３号機 主発電機点検（回転子引き抜き）：３月 19 日開始 

・５号機 励磁変圧器点検（内部点検）：３月 17 日開始 

・５号機 励磁変圧器点検（工場搬出準備）：３月 18 日開始 

・６号機 排気筒点検（上部詳細点検）：３月 17 日開始 

・７号機 原子炉ウェル点検（漏えい確認）：３月 14 日開始 

・Ｎｏ．３高起動変圧器点検（点検準備）：３月 14 日開始 

・Ｎｏ．４ろ過水タンク復旧工事：３月 16 日開始 

・屋外消火栓配管地上化・防火水槽新設他（大湊側配管地上化工事）：３月 17 日開始 

・港湾設備復旧工事（物揚場、南側放水口海水モニタ移設）：３月 17 日開始 

 

○平成 20 年３月９日から４月５日までの主な点検・復旧作業実績・予定 

・「新潟県中越沖地震発生による柏崎刈羽原子力発電所の 

主な点検・復旧作業予定（４週間工程）」・・・別紙 



２．新潟県中越沖地震後の点検・復旧作業に係る不適合 

「新潟県中越沖地震後の点検・復旧作業における不適合等に係る当面の公表について」

にもとづく、平成 20 年３月６日から３月 12 日までのトラブル情報の発生状況については

次のとおりです。 

 

○トラブル情報（中越沖地震関連） 

平成 20 年３月６日～３月 12 日 

（平成 19 年８月 10 日～累計） 
公表区分別件数（平成 19 年８月 10 日～累計）

Ⅰ ０件（０件） 

Ⅱ ０件（０件） 件数 
０件  

（９件） 
Ⅲ ０件（９件） 

 

＜平成 20 年３月６日～３月 12 日発生分＞ 

公表区分 発見日 件名 状況 

Ⅰ － － － 

Ⅱ － － － 

Ⅲ － － － 

 
○その他 

・７号機 低圧タービン（Ｃ）第 14 段（タービン側）動翼フォーク部の点検については、

健全性確認のため３月７日より当該部の点検を実施しておりますが、第 14 段（タービ

ン側）動翼フォーク部をすべて取り外し、外観目視点検を実施した結果、フォーク部

に損傷のないことを確認しました。今後、フォーク部の超音波探傷試験や浸透探傷試

験などの調査を継続します。また、損傷が確認された当該フォーク部の破面観察の結

果、表面に金属疲労を原因とする場合に特徴的に見られるビーチマーク（縞状の模様）

を確認しました。引き続き詳細な調査を継続する予定です。 
・固体廃棄物貯蔵庫 ドラム缶確認本数  21,801 本（平成 20 年２月 29 日現在） 

・不適合情報（中越沖地震関連、Ａｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄグレード、対象外） 

平成 20 年２月１日～29 日 

（平成 19 年７月 16 日～累計） 

件数 
 80 件 

（3,333 件）※

※ 新潟県中越沖地震発生後、これまでに発生・審議した不適合情報について再精査したところ、件名

が重複していたもの 11 件、中越沖地震対象外であったもの４件、不適合には該当しないもの３件お

よび中越沖地震対象であったもの１件を確認いたしましたので、２月分の集計に合わせて訂正いたし

ました。 

 
以 上 



新潟県中越沖地震後の点検・復旧作業の状況および不適合について 

（週報：３月 19 日） 

平成 20 年３月 19 日 

東京電力株式会社 

 

当社・柏崎刈羽原子力発電所における新潟県中越沖地震後の主な点検・復旧作業の状況お

よび不適合についてお知らせいたします。 

 

１．主な点検・復旧状況 

○平成 20 年３月 14 日から３月 19 日までに点検および復旧を完了したもの 

・２号機 燃料・制御棒点検（制御棒外観点検）：３月 17 日完了 

・２号機 燃料・制御棒点検（制御棒等貯蔵設備点検）：３月 19 日完了予定 

・５号機 励磁変圧器点検（内部点検）：３月 17 日完了 

・６号機 燃料・制御棒点検（燃料外観点検）：３月 17 日完了 

・７号機 原子炉ウェル点検（漏えい確認）：３月 15 日完了 

・固体廃棄物貯蔵庫復旧作業（ドラム缶健全性確認）：３月 17 日完了 

 

○平成 20 年３月 20 日から３月 26 日までに点検および復旧を開始するもの 

・２号機 圧力抑制室点検：３月 25 日開始 

・２号機 所内変圧器点検（２Ａ、２Ｂ）工場搬出準備：３月 24 日開始 

・３号機 圧力抑制室点検（準備）：３月 20 日開始 

・３号機 燃料・制御棒点検（チャンネルボックス外観点検）：３月 20 日開始 

・３号機 排気筒点検（杭基礎点検）：３月 24 日開始 

・４号機 燃料・制御棒点検（燃料外観点検）：３月 21 日開始 

・５号機 燃料・制御棒点検（制御棒外観点検）：３月 24 日開始 

・６号機 原子炉インターナルポンプ入力変圧器点検（据付作業）：３月 26 日開始 

・７号機 所内変圧器点検（７Ａ、７Ｂ）搬入準備：３月 21 日開始 

・７号機 所内変圧器点検（７Ａ）据付作業：３月 24 日開始 

・７号機 原子炉インターナルポンプ入力変圧器点検（搬入作業）：３月 21 日開始 

・７号機 原子炉インターナルポンプ入力変圧器点検（据付作業）：３月 25 日開始 

・７号機 排気筒点検（内部点検）：３月 24 日開始 

・屋外消火栓配管地上化・防火水槽新設他（大湊側配管地上化工事）：３月 21 日開始 

 

○平成 20 年３月 16 日から４月 12 日までの主な点検・復旧作業実績・予定 

・「新潟県中越沖地震発生による柏崎刈羽原子力発電所の 

主な点検・復旧作業予定（４週間工程）」・・・別紙 



２．新潟県中越沖地震後の点検・復旧作業に係る不適合 

「新潟県中越沖地震後の点検・復旧作業における不適合等に係る当面の公表について」

にもとづく、平成 20 年３月 13 日から３月 18 日までのトラブル情報の発生状況については

次のとおりです。 

 

○トラブル情報（中越沖地震関連） 

平成 20 年３月 13 日～３月 18 日 

（平成 19 年８月 10 日～累計） 
公表区分別件数（平成 19 年８月 10 日～累計）

Ⅰ ０件（０件） 

Ⅱ ０件（０件） 件数 
０件  

（９件） 
Ⅲ ０件（９件） 

 

＜平成 20 年３月 13 日～３月 18 日発生分＞ 

公表区分 発見日 件名 状況 

Ⅰ － － － 

Ⅱ － － － 

Ⅲ － － － 

 
○その他 

・７号機 低圧タービン（Ｃ）第 14 段（タービン側）動翼フォーク部の点検については、

平成 20 年３月３日、動翼１枚のフォーク部の一部に折損を確認しました。さらに、３

月７日より健全性確認のため当該部の詳細な点検を実施しており、外観目視点検にお

いて動翼フォーク部に折損がないことを確認しました。（平成 20 年３月４日、13 日お

知らせ済み） 

その後、低圧タービン（Ｃ）第 14 段（タービン側）の動翼全 152 枚のうち、折損のあ

った動翼１枚を除く残り 151 枚の動翼フォーク部について非破壊検査を実施した結果、

17 枚の動翼フォーク部に指示模様が確認されました。今後、指示模様が確認された動

翼フォーク部について原因調査を実施するとともに、低圧タービン（Ａ）（Ｂ）（Ｃ）

の他の第 14 段動翼フォーク部についても外観目視点検および非破壊検査を実施しま

す。 

 
以 上 



新潟県中越沖地震後の点検・復旧作業の状況および不適合について 

（週報：３月 27 日） 

平成 20 年３月 27 日 

東京電力株式会社 

 

当社・柏崎刈羽原子力発電所における新潟県中越沖地震後の主な点検・復旧作業の状況お

よび不適合についてお知らせいたします。 

 

１．主な点検・復旧状況 

○平成 20 年３月 20 日から３月 27 日までに点検および復旧を完了したもの 

   ・３号機 主発電機点検（回転子引き抜き）：３月 19 日完了＊

   ・５号機 燃料・制御棒点検（燃料外観点検）：３月 24 日完了 

   ・６号機 燃料・制御棒点検（制御棒外観点検）：３月 24 日完了 

・６号機 燃料・制御棒点検（チャンネルボックス外観点検）：３月 24 日完了 

   ・７号機 原子炉隔離時冷却系点検（ポンプ点検） ：３月 24 日完了 

・７号機 原子炉隔離時冷却系点検（タービン点検）：３月 26 日完了 

   ・７号機 原子炉インターナルポンプ入力変圧器点検（搬入作業）：３月 25 日完了 

・７号機 50 万Ｖ電力ケーブル（ＯＦケーブル）点検（電気試験）：３月 22 日完了 

・屋外消火栓配管地上化・防火水槽新設他（泡消火設備現場盤取替）：３月 27 日完了予定 

＊今週追加したもの 
 

○平成 20 年３月 27 日から４月３日までに点検および復旧を開始するもの 

・１号機 排気筒点検（杭基礎点検）：４月２日開始 

・２号機 励磁変圧器点検（工場搬出準備）：３月 31 日開始 

・３号機 圧力抑制室点検：３月 28 日開始 

・３号機 主排気ダクト点検・復旧（復旧作業前調査）：４月１日開始 

・４号機 燃料・制御棒点検（チャンネルボックス外観点検）：３月 29 日開始 

・５号機 圧力抑制室点検（点検準備）：３月 31 日開始 

・５号機 燃料・制御棒点検（制御棒等貯蔵設備点検）：３月 31 日開始 

・６号機 所内変圧器点検（６Ａ、６Ｂ）搬入準備：３月 31 日開始 

・６号機 主発電機点検（回転子引き抜き）：４月３日開始 

・６号機 50 万Ｖ電力ケーブル（ＯＦケーブル）点検（電気試験）：３月 29 日開始 

・７号機 新燃料貯蔵庫・新燃料貯蔵庫内新燃料点検：４月１日開始 

・７号機 主変圧器点検（搬入作業）：４月１日開始 

・７号機 排気筒点検（内部点検）：３月 27 日開始 

・Ｎｏ．３高起動変圧器点検（内部点検）：４月２日開始 

・屋外消火栓配管地上化・防火水槽新設他（荒浜側配管地上化工事）：３月 27 日開始 
 

○平成 20 年３月 23 日から４月 19 日までの主な点検・復旧作業実績・予定 

・「新潟県中越沖地震発生による柏崎刈羽原子力発電所の 

主な点検・復旧作業予定（４週間工程）」・・・別紙 



２．新潟県中越沖地震後の点検・復旧作業に係る不適合 

「新潟県中越沖地震後の点検・復旧作業における不適合等に係る当面の公表について」

にもとづく、平成 20 年３月 19 日から３月 26 日までのトラブル情報の発生状況については

次のとおりです。 

 

○トラブル情報（中越沖地震関連） 

平成 20 年３月 19 日～３月 26 日 

（平成 19 年８月 10 日～累計） 
公表区分別件数（平成 19 年８月 10 日～累計）

Ⅰ ０件（０件） 

Ⅱ ０件（０件） 件数 
０件  

（９件） 
Ⅲ ０件（９件） 

 

＜平成 20 年３月 19 日～３月 26 日発生分＞ 

公表区分 発見日 件名 状況 

Ⅰ － － － 

Ⅱ － － － 

Ⅲ － － － 

 
○その他 

・７号機 低圧タービン（Ｃ）第 14 段（タービン側）動翼フォーク部の点検については、

平成 20 年３月３日、動翼１枚のフォーク部の一部に折損を確認しました。３月７日よ

り健全性確認のため当該部の詳細な点検を実施し、外観目視点検において動翼フォー

ク部に折損がないことを確認しました。当該部の動翼全 152 枚のうち、折損のあった

動翼１枚を除く残り 151 枚の動翼フォーク部について非破壊検査を実施した結果、17

枚の動翼フォーク部に指示模様が確認されました。（平成 20 年３月４日、13 日、19

日お知らせ済み） 

その後、低圧タービン（Ｃ）第 14 段（発電機側）動翼フォーク部について、外観目視

点検および非破壊検査を実施した結果、当該部動翼全 152 枚に異常は確認されません

でした。 

今後、指示模様が確認された動翼フォーク部について原因調査を継続するとともに、

低圧タービン（Ａ）（Ｂ）の第 14 段フォーク部についても外観目視点検および非破壊

検査を実施します。 

 
以 上 



新潟県中越沖地震後の点検・復旧作業の状況および不適合について 

（週報：４月３日） 

平成 20 年４月３日 

東京電力株式会社 

 

当社・柏崎刈羽原子力発電所における新潟県中越沖地震後の主な点検・復旧作業の状況お

よび不適合についてお知らせいたします。 

 

１．主な点検・復旧状況 

○平成 20 年３月 28 日から４月３日までに点検および復旧を完了したもの 

・３号機 励磁変圧器点検（工場搬出）：４月２日完了 

・４号機 圧力抑制室点検：３月 31 日完了 

・５号機 燃料・制御棒点検（制御棒等貯蔵設備点検）：４月２日完了 

   ・６号機 主発電機点検（回転子引き抜き）：４月３日完了予定 

・７号機 新燃料貯蔵庫・新燃料貯蔵庫内新燃料点検（貯蔵庫点検）：４月１日完了 

・７号機 排気筒点検（内部点検）：３月 27 日完了＊

・屋外消火栓配管地上化・防火水槽新設他（防火水槽 17 基設置）：４月３日完了予定 

・港湾設備復旧工事（南側放水口海水モニタ移設）：３月 26 日完了＊

 

○平成 20 年４月４日から４月 10 日までに点検および復旧を開始するもの 

・１号機 排気筒点検（杭基礎点検）：４月４日開始 

・１号機 主排気ダクト点検・復旧（復旧作業前調査）：４月９日開始 

・２号機 主発電機点検（回転子引き抜き）：４月 10 日開始 

・２号機 主排気ダクト点検・復旧（復旧作業前調査）：４月９日開始 

・４号機 燃料・制御棒点検（制御棒外観点検）：４月９日開始 

・５号機 圧力抑制室点検：４月７日開始 

・６号機 燃料・制御棒点検（制御棒等貯蔵設備点検）：４月７日開始 

・６号機 主変圧器点検（搬入準備）：４月９日開始 

・６号機 所内変圧器点検（６Ａ、６Ｂ）搬入作業：４月９日開始 

・６号機 排気筒点検（内部点検）：４月７日開始 

・７号機 主変圧器点検（据付作業）：４月７日開始 

・Ｎｏ．３高起動変圧器点検（工場搬出準備）：４月７日開始 

・港湾設備復旧工事（護岸補修工事）：４月３日開始＊

＊今週追加したもの 

 

○平成 20 年３月 30 日から４月 26 日までの主な点検・復旧作業実績・予定 

・「新潟県中越沖地震発生による柏崎刈羽原子力発電所の 

主な点検・復旧作業予定（４週間工程）」・・・別紙 



２．新潟県中越沖地震後の点検・復旧作業に係る不適合 

「新潟県中越沖地震後の点検・復旧作業における不適合等に係る当面の公表について」

にもとづく、平成 20 年３月 27 日から４月２日までのトラブル情報の発生状況については

次のとおりです。 

 

○トラブル情報（中越沖地震関連） 

平成 20 年３月 27 日～４月２日 

（平成 19 年８月 10 日～累計） 
公表区分別件数（平成 19 年８月 10 日～累計）

Ⅰ ０件（０件） 

Ⅱ ０件（０件） 件数 
０件  

（９件） 
Ⅲ ０件（９件） 

 

＜平成 20 年３月 27 日～４月２日発生分＞ 

公表区分 発見日 件名 状況 

Ⅰ － － － 

Ⅱ － － － 

Ⅲ － － － 

 
○その他 

・７号機 低圧タービン（Ｃ）第 14 段（タービン側）動翼フォーク部の点検については、

平成 20 年３月３日、外観目視点検で動翼１枚のフォーク部の一部に折損を確認しまし

た。３月７日より詳細な点検を実施し、当該部の動翼全 152 枚のうち、折損のあった

動翼１枚を除く残り 151 枚の動翼フォーク部について非破壊検査を実施した結果、17

枚の動翼フォーク部に指示模様を確認しました。低圧タービン（Ｃ）第 14 段（発電機

側）動翼フォーク部については、外観目視点検および非破壊検査を実施した結果、全

152 枚に異常は確認されませんでした。（平成 20 年３月４日、13 日、19 日、27 日お知

らせ済み） 

その後、低圧タービン（Ａ）第 14 段（タービン側、発電機側）動翼フォーク部につい

て外観目視点検および非破壊検査を実施した結果、各 152 枚、全 304 枚のうち、ター

ビン側の動翼１枚に非破壊検査で指示模様を確認しました。 

また、低圧タービン（Ｂ）第 14 段（タービン側）動翼フォーク部について外観目視点

検を実施した結果、１枚のフォーク部の一部に折損を確認しました。 

今後、指示模様が確認された動翼フォーク部について原因調査を継続するとともに、

引き続き低圧タービン（Ｂ）の第 14 段動翼フォーク部についても外観目視点検および

非破壊検査を実施します。 

 

以 上 



新潟県中越沖地震発生による柏崎刈羽原子力発電所の主な点検・復旧作業予定（4週間工程）（1／3） 平成20年４月３日

項目 点検・復旧状況

１号機 原子炉設備関連 燃料・制御棒点検
＊1

２/22制御棒外観点検完了。
２/28，２/29制御棒等貯蔵設備点検完了。
４/16より燃料外観点検開始予定。
４/16よりチャンネルボックス外観点検開始予定。

タービン設備関連 タービン点検
＊2 11/30低圧タービン（Ｂ）内部状況確認完了。

その他設備関連 原子炉複合建屋地下５階水没機器点検 ３/17より本復旧作業開始。

主変圧器点検（工場搬出準備） 11/23点検完了。10/29～12/28工場搬出準備実施。工場搬出時期調整中。

所内変圧器点検（工場搬出準備） 1A ９/４点検完了。1B 10/12点検完了。工場搬出時期調整中。

励磁変圧器点検（工場搬出準備） 10/18点検完了。工場搬出時期調整中。

主発電機点検 ２/７より点検開始。３/５回転子引き抜き完了。

排気筒点検 ４/４より杭基礎点検開始予定。

主排気ダクト点検・復旧 ９/14外観点検完了。４/９より復旧作業前調査開始予定。

２号機 原子炉設備関連 圧力抑制室点検 ３/24点検準備完了。

３/25～５月上旬点検予定。

燃料・制御棒点検
＊1

２/１燃料外観点検完了。
２/12チャンネルボックス外観点検完了。
３/17制御棒外観点検完了。
３/19制御棒等貯蔵設備点検完了。

タービン設備関連 タービン点検
＊2 12/21高圧・低圧タービン（A）内部状況確認完了。

その他設備関連 主変圧器点検 11/28点検完了。４/21より構内移動準備開始予定。

所内変圧器点検（工場搬出準備）
2A 11/13点検完了。2B 11/19点検完了。
３/24～４/３および４/７より工場搬出準備開始予定。工場搬出時期調整中。

励磁変圧器点検（工場搬出準備） 12/６点検完了。３/31～４/８および４/21より工場搬出準備開始予定。工場搬出時期調整中。

主発電機点検 ３/19より点検開始。４/10回転子引き抜き予定。

主排気ダクト点検・復旧 10/５外観点検完了。４/９より復旧作業前調査開始予定。

３号機 原子炉設備関連 圧力抑制室点検 ３/28点検準備完了。

３/31～５月中旬点検予定。

燃料・制御棒点検
＊1

２/25～４/11制御棒外観点検予定。
３/10制御棒等貯蔵設備点検完了。
３/14～４月下旬燃料外観点検予定。
３/20～４/11チャンネルボックス外観点検予定。

原子炉再循環系配管維持基準適用箇所点検 ２/13超音波探傷試験完了。３/14～５月上旬詳細調査準備予定。

タービン設備関連 タービン点検
＊2 低圧タービン（B)（C)詳細点検開始時期調整中。

その他設備関連 主変圧器点検（工場搬出準備） 10/26点検完了。10/18～11/26工場搬出準備実施。工場搬出時期調整中。

所内変圧器点検（工場搬出準備）
3B ９/20搬出済。
3A 10/22点検完了。３/12工場搬出準備完了。５月下旬工場搬出予定。

励磁変圧器点検（工場搬出準備） 11/３点検完了。４/1工場搬出準備完了。４/２工場搬出完了。

主発電機点検 電 ２/20より点検開始。３/19回転子引き抜き完了。

排気筒点検 ３/24より杭基礎点検開始。

主排気ダクト点検・復旧 電 ９/14外観点検完了。４/１より復旧作業前調査開始。

４号機 原子炉設備関連 圧力抑制室点検 ３/31点検完了。

燃料・制御棒点検
＊1

３/21～３/27および６月中旬より燃料外観点検予定。
３/28～４/21チャンネルボックス外観点検予定。
４/９～４/21制御棒外観点検予定。

タービン設備関連 タービン点検
＊2 12/14高圧・低圧タービン（Ａ）内部状況確認完了。

その他設備関連 主変圧器点検（工場搬出準備） 12/13点検完了。12/14～12/27工場搬出準備実施。工場搬出時期調整中。

所内変圧器点検 4A，4B点検開始時期調整中。

励磁変圧器点検 点検開始時期調整中。

主発電機点検 １/15より点検開始。２/14回転子引き抜き完了。

４月20日（日）～４月26日（土）４月13日（日）～４月19日（土）４月６日（日）～４月12日（土）

【点検・復旧状況】
◆平成20年３月30日（日）～平成20年４月26日（土）

設備 ３月30日（日）～４月５日（土）

別紙

点検

準備

点検

準備

準備



新潟県中越沖地震発生による柏崎刈羽原子力発電所の主な点検・復旧作業予定（4週間工程）（2／3） 平成20年４月３日

項目 点検・復旧状況４月20日（日）～４月26日（土）４月13日（日）～４月19日（土）４月６日（日）～４月12日（土）

【点検・復旧状況】
◆平成20年３月30日（日）～平成20年４月26日（土）

設備 ３月30日（日）～４月５日（土）

５号機 原子炉設備関連 ジェットポンプ点検 ２/28 №１取り外し完了。原因調査取りまとめ復旧方針検討中。

圧力抑制室点検 ３/31～４/６点検準備予定。

４/７～５/17点検予定。

燃料・制御棒点検
＊1

２/15～４/４チャンネルボックス外観点検予定。
３/24燃料外観点検完了。
３/24～４/４制御棒外観点検予定。
４/２制御棒等貯蔵設備点検完了。

タービン設備関連 タービン点検
＊2 12/14高圧・低圧タービン（Ａ）内部状況確認完了。

その他設備関連 主変圧器点検（工場搬出準備） 11/29点検完了。11/30～12/25工場搬出準備実施。工場搬出時期調整中。

所内変圧器点検（工場搬出準備） 5A ２/26点検完了。5B ３/３点検完了。３/８工場搬出準備完了。工場搬出時期調整中。

励磁変圧器点検（工場搬出準備）　 ３/22工場搬出準備完了。工場搬出時期調整中。

主発電機点検 11/３より点検開始。12/１回転子工場搬出完了。

６号機 原子炉設備関連 燃料・制御棒点検
＊1

３/17燃料外観点検完了。
３/24制御棒外観点検完了。
３/24チャンネルボックス外観点検完了。
４/７制御棒等貯蔵設備点検予定。

タービン設備関連 タービン点検
＊2 10/25高圧・低圧タービン（Ａ）内部状況確認完了。

その他設備関連 主変圧器点検 10/31工場搬出完了。４/９～４/16搬入準備予定。

４/17より搬入作業開始予定。

所内変圧器点検 6A，6B ２/25～２/27および３/31～４/８搬入準備予定。

４/９～４/16搬入予定。４/17より据付作業開始予定。

原子炉インターナルポンプ入力変圧器点検
３/25 全４台搬入準備完了。
３/26 全４台搬入完了および据付作業開始。

主発電機点検 ３/10より点検開始。４/３回転子引き抜き予定。

50万V電力ケーブル（ＯＦケーブル）点検 ２/９より点検開始。３/29～４/12電気試験予定。

放水路点検・復旧
10/10放水路水中点検完了。
２/26より放水路内部点検開始。３/10より補修工事開始。

排気筒点検
３/19より上部詳細点検開始。
４/７～４/11排気筒内部点検予定。

７号機 原子炉設備関連 原子炉ウェル点検
11/15点検および仮補修完了。 (真空引き実施中）
２/26ライニング補修完了。３/14，３/15水張り時漏えい確認完了。

原子炉隔離時冷却系点検 ３/24ポンプ点検完了。３/26タービン点検完了。

新燃料貯蔵庫・新燃料貯蔵庫内新燃料点検
４/１貯蔵庫点検完了。
４/１～４/８新燃料点検予定。

タービン設備関連 タービン点検
＊2 12/１より高圧・低圧タービン（Ａ）（B）（C）詳細点検開始。

その他設備関連 主変圧器点検 ３/31搬入準備完了。

４/１～４/５搬入予定。４/７より据付作業開始予定。

所内変圧器点検 7A，7B ３/23搬入準備完了。

7B ３/24より据付作業開始。7A ４/11より据付作業開始予定。

原子炉インターナルポンプ入力変圧器点検
３/21 ４台中２台搬入（水切り～仮置き）完了。
３/25 全４台搬入完了および据付作業開始。

主発電機点検 11/２より点検開始。11/20回転子引き抜き完了。

50万V電力ケーブル（ＯＦケーブル）点検 １/22より点検開始。３/22電気試験完了。

放水路点検・復旧
10/10放水路水中点検完了。
２/26より放水路内部点検開始。３/10より補修工事開始。

排気筒点検 ３/27排気筒内部点検完了。

準備

搬入

準備

準備

搬入

搬入

準備

点検

準備

搬入



新潟県中越沖地震発生による柏崎刈羽原子力発電所の主な点検・復旧作業予定（4週間工程）（3／3） 平成20年４月３日

項目 点検・復旧状況４月20日（日）～４月26日（土）４月13日（日）～４月19日（土）４月６日（日）～４月12日（土）

【点検・復旧状況】
◆平成20年３月30日（日）～平成20年４月26日（土）

設備 ３月30日（日）～４月５日（土）

№３高起動変圧器点検（油抜き／内部点検） ４/１点検準備完了。

４/２～４/５内部点検予定。

　　　　　　　　　　　　 　　（工場搬出準備） ４/７より工場搬出準備予定。工場搬出時期調整中。

変圧器防油堤現場調査・点検・復旧
12/25より７号機復旧工事開始。２/20より７号機基礎補修工事開始。
２/12より３号機復旧準備工事開始。

所内ボイラ点検
（荒浜側）１A，２A，２B点検中。
（大湊側）４A点検中。４B 10/23点検完了。

№３，４ろ過水タンク復旧工事
３/３より復旧準備工事開始。
３/14より№４復旧工事開始。

固体廃棄物貯蔵庫復旧作業 ３/17ドラム缶健全性確認完了。２/６より仮貯蔵庫へ移動開始。

事務本館・情報棟他復旧 事務本館２階，情報棟１階・２階改修工事中。

構内外道路・法面等復旧作業 法面復旧10/22完了。構内外道路復旧作業中。

屋外消火栓配管地上化・防火水槽新設他

２/19～４/３防火水槽（17基）設置予定。
３/27泡消火設備現場盤取替完了。
３/21より大湊側配管地上化開始。
４月中旬より荒浜側配管地上化開始予定。

使用済燃料輸送容器点検 ２/５より点検開始。

港湾設備復旧工事
３/31復旧準備工事完了。３/17より物揚場復旧工事開始。
４/３より護岸補修工事開始予定。
３/26南側放水口海水モニタ移設完了。

その他

環境施設設備

変圧器（共通）／開閉所

※各設備の点検結果については、まとまり次第お知らせします。

※各項目の点検・復旧作業および実施期間については、状況により
　 変更する場合があります。

準備

点検

＊1　燃料・制御棒点検は水中カメラ、またはファイバースコープにより目視点検を実施しております。
＞「燃料外観点検」　燃料は、代表性を考慮して抜き取ったものを点検する。使用している燃料の種類の違いにより各号機の点検体数が異なる。
＞「チャンネルボックス外観点検」　チャンネルボックスは、点検対象の制御棒に隣接していたものを点検する。１号機の燃料（チャンネルボックス）は地震発生時に全て
　使用済燃料プールに取り出されていたので、点検対象の燃料に装着されていたものを点検する。
＞「制御棒外観点検」　制御棒は、代表性を考慮して抜き取ったものを点検する。炉心の大きさの違い等により各号機の点検本数が異なる。

＊2　タービン点検作業の進め方は以下のとおり。
　　・全プラントとも「内部状況確認」後、全車室を開放し「詳細点検」を実施。
＞「内部状況確認」では、高圧タービンおよび低圧タービン（Ａ）を開放し、車室、翼等、主要な設備の損傷や有意な変形の有無を目視にて確認。
　（１号機は、定期検査中で既に高圧タービン、低圧タービン（Ａ）（Ｃ）が開放していたため、未開放の低圧タービン（Ｂ）の確認を実施）
＞「詳細点検」では、通常の本格点検で実施する内容に加え、損傷があった場合には修理を実施。

準備



無断複製・転載禁止　東京電力

１号機屋外消火系配管から原子炉複合建屋への水の流入について（概要）

■建屋流入フロー

建屋周囲埋め戻し土の沈下

トレンチの沈下

埋設消火配管破断

ケーブルトレイ沈下

トレンチ周辺の土砂が
消火水と共にトレンチ内へ流入

ケーブルトレイから流入
（トレイ内部／外周部）

トレンチ内水没

原子炉複合建屋に流入

消火配管

トレンチ沈下

地震当日の水面

■流入箇所外部写真

建屋とトレンチの間に約１０ｃｍの隙間が発生

■時系列

７月１６日

・１０：１３　　　地震発生（消火配管破断）

・２０：００過ぎ　消火配管元弁を全閉

７月１７日
　プレス発表　建屋内の水量は
約１，６７０㎥（深さ約４０ｃｍ）

建屋内への流量は約１７０㎥／ｈと推定

※７月１９日～２０日の集中豪雨
により雨水が流入し、建屋内の水量
は約２，０００㎥に増加。
　（７月２３日　プレス発表）

約１０時間、建屋内へ流入と推定

■時系列



無断複製・転載禁止　東京電力

トレンチ沈下

ケーブルトレイ沈下
Ｂ

Ｂ

断　面　図

耐火ボード
（流入水により一部破損）

鉄　板

Ａ－Ａ平面図

建屋内へ流入
消火水流入

Ｃ

Ｃ

ＡＡ

ケーブルトレイ

建屋外壁

消火配管（破　断）

ケーブルトレイ拡大図

60cm

1
0
c
m

ケーブルトレイ周辺と鉄板の隙間 ケーブルトレイ内部の隙間

ケーブルトレイ内部の隙間と周辺の隙間より鉄板内部へ
流入し、たまった水が耐火ボードを破損させ建屋内部へ流入。

■流量Ｑ＝ １７０㎥ ／ｈの流入に必要な開口面積

ベルヌーイの定理等より　約１００ cm2 　　　

■ケーブルトレイ内部および外周部の隙間面積

右図ケーブルトレイ拡大図より　約３００ cm2（ケーブルトレイ３個分）

（ケーブルトレイ内部の隙間１８０ cm2＋周辺の隙間１２０ cm2）

流入に必要な開口より大きいことから、ケーブルトレイ
の隙間から水が流入したと推測される。

水位：約１ｍ

▽地震当日の水面

▽地表

ケーブル
トレイ
３箇所

Ｃ－Ｃ断面図

トレンチ沈下

60cm

1
0
c
m

鉄　板

Ｂ－Ｂ断面図

ケーブルトレイ内部の隙間１cm

ケーブルトレイ周辺と鉄板の隙間約３ｍm

消火配管
（破　断）

3m

2m3～4m



地質・地盤調査結果の取りまとめ状況について

平成20年4月9日

東京電力株式会社
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新潟県中越沖地震の概要

©Google  ©ZENRIN

10km

30km

号機
水平-

南北方向

水平-
東西方向

垂直

1 311(274) 680(273) 408(235)
2 304(167) 606(167) 282(235)
3 308(192) 384(193) 311(235)
4 310(193) 492(194) 337(235)
5 277(249) 442(254) 205(235)
6 271(263) 322(263) 488(235)
7 267(263) 356(263) 355(235)

柏崎• 発生日時: 平成１９年７月１６日　１０時１３分（祝日）
• 規模（マグニチュード）　:  6.8
• 震源の深さ　:   17 km
• 発電所からの距離:     震央　16 km,  震源　23 km

原子炉建屋基礎マット上で観測された加速度
単位:ガル (cm/s2), ( )内は設計値

地震計

長岡市

柏崎市

震央

柏崎刈羽原子力発電所
刈羽村

静的水平地震力は470gal

スクラム(自動停止)設定値:

水平 : 120 ガル 垂直: 100 ガル
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　地質調査の目的

　地盤の安定性の調査

　広域および敷地周辺の調査

　発電所付近・敷地内の調査

　建屋レベルの調査

　主な活断層の調査

　海域調査

　陸域調査

　今後の予定



4

地質調査の目的

③基準地震動の策定

地震を起こす活断層を
調査し、基準地震動を
設定する

①復旧・改良工事 ②地盤安定性の再確認

発電所構内の断層が動い
たかどうかを調査し、地盤
の安定性を再確認する

β断層

埋戻し土の沈下の原因等
を調査し、復旧・改良工事
に反映する
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地質調査の内容

③基準地震動
　の策定

海上音波探査、
周辺陸域の地下探査、
地表地質調査

敷地内・近傍の地下探査、
ボーリング（大深度）

活断層の評価

敷地内地質
構造の把握

地殻変動の評価GPS測量、航空写真測量

ボーリング（岩盤）

敷地内の断層、亀裂、
敷地近傍の断層の調査

②地盤安定性
　の再確認

断層活動の確認

岩盤の健全性確認

①復旧・
　改良工事

ボーリング（埋戻し土）、
地下水位観測、他

沈下等、地盤変状
要因の解明

敷地内水準測量
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　地質調査の目的

　地盤の安定性の調査

　広域および敷地周辺の調査

　発電所付近・敷地内の調査

　建屋レベルの調査

　主な活断層の調査

　海域調査

　陸域調査

　今後の予定
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地盤の安定性の調査

広域および敷地周辺の地盤変動の調査

敷地周辺の地盤の動きと、発電所敷地の
地盤の動きを比較し、違いがあるかを確認し、
敷地周辺での断層活動の有無を把握する

発電所

発電所付近・敷地内の断層の動きの調査

真殿坂断層や敷地内の活断層ではないと
評価している断層に動きがあるかどうかを
確認する
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地盤の変動をとらえるための調査
各種調査により、今回の地震に伴う地盤の変動をとらえ、
発電所の安全性に問題となる変動の有無について検討

敷地周辺の調査
●　GPS測量
●　空中写真判読（変動地形調査）
●　地表地質調査
●　地下探査

航空写真測量

●　発電所内地形測量
●　建屋の水準測量

水準（高さ）測量

真殿坂断層

F-3断層

亀裂

β断層
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　地質調査の目的

　地盤の安定性の調査

　広域および敷地周辺の調査

　発電所付近・敷地内の調査

　建屋レベルの調査

　主な活断層の調査

　海域調査

　陸域調査

　今後の予定
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地震による水平地盤変動の測定結果（国土地理院データ）

敷地付近では10cm程度の北西側への移動が推定される

基準期間：
2007/07/10～2007/07/15
比較期間：
2007/07/17～2007/07/22

・矢印の長さと向きで移動を表わす
・白抜き矢印は傾斜による変位を
　補正
・「出雲崎」は、地盤の局所的な
　変形による影響が含まれている
　可能性あり

地殻変動ベクトル図
　　　　（国土地理院ＨＰより）



11

地震による水平地盤変動の測定結果（当社GPS測量）

敷地付近では、北西側へ移動したと推定される

発電所

固定点を新潟巻

2004年12月～2007年12月の変動量

2004年中越地震の余効変動

３カ年分の日常的な変動

2007年中越沖地震に伴う地殻変動

を含む
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地震による水平地盤変動の測定結果（当社航空写真測量）

発電所の敷地も北西側に移動

真殿坂断層

　　

　　　25cm以下　　　四等三角点

　　　25-50cm　　　　航空写真測量用示標点

　　　50cm以上

変動量

測量誤差は24cm

岩盤ではなく地表面の動きをとらえている

2006年4月～
2007年10月の差分
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断層が地表面付近で動く場合の一般的な「地盤の動き」

断層が活動

沈降
沈降

隆起

断
面
図

平
面
図

断層
左向きに動き、隆起右向きに動き、沈降

断層が移動した場合、断層を境に、

沈降や水平移動の違いが生じる
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敷地および敷地近傍では、地盤が隆起したと推定される

発電所

2007年6月～9月の変動量

（国土地理院ＨＰに一部加筆）

変
位
量
（cm

)

変
位
量
（cm

)

距離（km)

距離（km)

距離（km)

マイナスが隆起

変
位
量
（cm

)

0cm

0cm

-2cm

-4
cm

-6
cm

-4cm
A

A’

B

B’

C’

C

-8
cm

マイナスが隆起

-2cm
0cm

マイナスが隆起

地震による上下地盤変動の測定結果（国土地理院データ）
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地震による上下地盤変動の測定結果（当社GPS測量）

敷地付近では、隆起したと推定される

固定点を新潟巻

2004年12月～2007年12月の変動量

2004年中越地震の余効変動

３カ年分の日常的な変動

2007年中越沖地震に伴う地殻変動

を含む

発電所



当社の水準測量による建屋位置の測定結果
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-0.5

-0.4

-0.3

-0.2

-0.1

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

変
動

量
(m

)

4462

(4461)

4460

4459
4458

4457大湊
荒浜

５～７号機
平均１０ｃｍ

１～４号機
平均7ｃｍ

地震前後の標高としては、1～4号機側で
平均約7cm、5～7号機側で平均約10cm
高くなっており、国土地理院による地震後の
一等水準点の変動値と概ね整合

地震前後の１等水準点成果の鉛直変動量
A

（B）

C

D

E

F

荒浜

大湊

A
荒浜

(B)

Ｃ

大湊 Ｄ
Ｅ

F

海岸線沿いの隆起

水準点位置図

構内基準点
約3cm
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まとめ（敷地周辺の地盤変動）

中越沖地震により、広い範囲で地盤変動が現れている

発電所周辺の地盤は北西側へ移動し、隆起が推定

発電所敷地の地盤も北西側へ移動し、隆起

発電所の敷地の隆起等の動きは、
周辺の地盤の動きと調和

敷地付近で地層のズレを伴うような
断層の動きはない
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　地質調査の目的

　地盤の安定性の調査

　広域および敷地周辺の調査

　発電所付近・敷地内の調査

　建屋レベルの調査

　主な活断層の調査

　海域調査

　陸域調査

　今後の予定
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敷地北側の地盤変動調査

敷地北側にある真殿坂断層を横断する測線で、
水準測量を実施

真殿坂断層

北ー１

北ー２

地震前
平成18年9月

地震後
平成19年11月

水準測量

凡例
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北ｰ1測線の地盤変動調査結果

盛土の様子

真殿坂断層

真殿坂断層が推定される付近でやや大きな変動
変動が大きな箇所付近は、盛土が厚い部分
変動の原因は盛土の沈下が想定される
道路周辺に断層活動による地形の変動はみられない

北-２
北-１

沖積層（新しい年代）が
厚い部分で沈下が大きい
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北ｰ2測線の地盤変動調査結果

真殿坂断層の延長位置に変動はみられない
変動が大きな箇所は、盛土が厚い部分。変動の原因は盛土
の沈下の可能性が高い
道路周辺に断層活動による地形の変動はみられない

盛土の様子

真殿坂断層

北-２
北-１

沖積層（新しい年代）が
厚い部分で沈下が大きい

真殿坂断層



22

敷地北側の地盤変動調査のまとめ

真殿坂断層の延長位置に変動はみられない

変動が大きな箇所は、盛土が厚い部分。
変動の原因は盛土の沈下の可能性が高い

新しい年代の地層である沖積層が厚い部分で
沈下が大きい

道路周辺に断層活動による地形の変動はみら
れない
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敷地内の断層活動の調査

今回の地震により、発電所の敷地内にある断層
が動いていないかどうかを確認する

β断層調査箇所

F-3断層調査箇所

V系断層調査箇所
(実施中)
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F-3断層の調査結果

変位は見られない

[調査の概念図]

安田層と西山層の地層境界に変位
がないことから、F-3断層は動いて

いないことを直接目視で確認

深さ
約16m

６号機タービン建屋
５号機タービン建屋

５号機
原子炉建屋

６号機
原子炉建屋

立坑

建屋設置レベルでの
Ｆ３断層の位置

Ｆ３断層

立坑底盤レベルでの
Ｆ３断層の位置
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まとめ（発電所付近・敷地の地盤変動）

敷地付近の真殿坂断層に今回の地震に伴う動きは
なかったと考えられる

敷地内のβ断層、F-3断層は、今回の地震に伴う

動きはなかったことを確認

断層は動いておらず、安定している

真殿坂断層、敷地内のV系断層については、追加

調査を実施し、地盤安定性についてデータの拡充を
図る
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　地質調査の目的

　地盤の安定性の調査

　広域および敷地周辺の調査

　発電所付近・敷地内の調査

　建屋レベルの調査

　主な活断層の調査

　海域調査

　陸域調査

　今後の予定
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測定方法と誤差

■建屋レベルの測定方法

①構内基準点から仮ベンチマークの標高を測定

②最寄の仮ベンチマークから建屋レベルを測定

■誤差

　２級水準測量にて実施
　許容誤差(mm)＝5√S　，S：測量距離(km) 

仮ﾍﾞﾝﾁ
ﾏｰｸ

建屋レベル
測定点

仮ﾍﾞﾝﾁ
ﾏｰｸ

構内
基準点

②①

測定誤差の例（ １～４号機）

■建屋レベル測定の目的
①建屋を維持管理するため建屋竣工後から

継続的測定を実施（自主測定）
②建屋レベルを継続的に測定することにより

有害な不同沈下等がないことを確認

建屋レベル測量の概念

：仮ベンチマーク

①
②

タービン
建屋

原子炉
建屋

Ａ区間

Ｂ区間①

構内基準点

区間
距離
（km）

誤差
（mm）

許容誤差
（mm）

A 0.636 -2.0

-0.5

±3.9

B 2.256 ±7.5
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建屋の支持地盤について
■地盤の支持力

原子炉
建屋

経過時間

▼建設開始

▼竣　工

①建設開始～竣工
建屋の荷重を受け、
地盤が徐々に沈下する

②竣工後
地盤の沈下がほぼ収束する

沈
下
量

地盤の支持力

建屋の長期荷重

■建屋の建設による地盤の変化

①

②

柏崎刈羽
原子力発電所

（西山層）

関東の
超高層ビル*
（上総層群）

地盤の長期支持力（A） 約4500kN/m2 約1000kN/m2

建屋の長期荷重（B） 約600kN/m2 約500～1000kN/m2

裕度（A/B） 約７倍 約１～2倍

*財団法人日本建築センター
　ビルディングレター　‘07/1
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3号機原子炉建屋 4号機原子炉建屋
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測定値ｍｍ

K-1R/B K-2R/B K-3R/B K-4R/B

K-5R/B K-6R/B K-7R/B

N

12

3 4
測定点位置

N

12

3 4
測定点位置

建屋レベルの経年変化（地震前）

建屋レベルの経年変化は小さ
く、その変動量は数ｍｍ程度

福島第一、第二も同様の傾向

＜柏崎刈羽（１～７号機）＞

＜福島第一（３,６号機）＞

＜福島第二（１～４号機）＞
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建屋レベルの全体的な変動量（地震前後）

地震前後の標高としては、1～4号機
側で平均約7cm、5～7号機側で平均約
10cm高くなっている。

国土地理院による地震後の一等水
準点の変動値と概ね整合

建屋は地盤の隆起形状に従う方向
に傾斜

隆起量の変化は地盤物性の差異な
どによると推定

海岸線沿いの隆起

荒浜
Ａ

Ｃ大湊

Ｄ

Ｅ

Ｆ

Ｂ

水準点位置図

この図の作成にあたっては、国土地理院長の承認を得て、同院の技術資料である一等水準点成果（暫定成果）を使用した。
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- 6 0 0 - 4 0 0 - 2 0 0 0 2 0 0 4 0 0 6 0 0 8 0 0 1 0 0 0 1 2 0 0 1 4 0 0 1 6 0 0 1 8 0 0

１ 号 か ら の 距 離 (m )

建
屋

レ
ベ

ル
の

変
動

量
(ｍ

ｍ
)

R / B 変 動 量

T / B 変 動 量

1 号
4 号

3 号2 号

6 号 5 号

7 号

基 準 点

0

2 0

4 0

6 0

8 0

1 0 0

1 2 0

1 4 0

1 6 0

1 8 0

2 0 0

- 6 0 0 - 4 0 0 - 2 0 0 0 2 0 0 4 0 0 6 0 0 8 0 0 1 0 0 0 1 2 0 0 1 4 0 0 1 6 0 0 1 8 0 0

１ 号 か ら の 距 離 (m )

建
屋

レ
ベ

ル
の

変
動

量
(ｍ

ｍ
)

R / B 変 動 量

T / B 変 動 量

1 号
4 号

3 号2 号

6 号 5 号

7 号

基 準 点

隆
起

量
（

m
m

）

原子炉建屋

タービン建屋

３号機に隆起量の変化

全体的に北側に向かって隆起

1号 2号
3号 4号

5号6号7号

0
20
40
60
80

100
120
140
160
180
200

-600 -400 -200 0 200 400 600 800 1000 1200 1400 1600 1800

１号からの距離(m)

隆
起

量
(ｍ

ｍ
)

R/B測定点3-4

T/B測定点3-4

R/B測定点2-1

T/B測定点2-1

1号
4号3号2号

6号 5号7号

構内基準点

R/B：原子炉建屋
T/B：タービン建屋

（2月測量）

R/B

T/B

12

3 4
12

3 4

測定点

隆
起

量
（

m
m

）

-0 .5

-0 .4

-0 .3

-0 .2

-0 .1

0

0 .1

0 .2

0 .3

0 .4

0 .5

変
動

量
(m

)

4462

(4461)

4460

4459
4458

4457大 湊
荒 浜

５～ ７号 機
平 均 １０ｃｍ

１～ ４号 機
平 均 7ｃｍ

A
荒 浜

(B)

Ｃ

大 湊 Ｄ
Ｅ

F

構 内 基 準 点
約 3cm
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各建屋の傾斜方向

・単位：mm

・　　　　は各建屋の傾斜（下がる方向）を示す
58.9

59.464.0

65.2

62.2

62.9

66.3

66.1

65.0

66.0

64.0 69.6

68.063.6

72.0

76.6

81.6

86.4

82.9 88.6
83.6

89.2

87.3
82.5

81.7

71.0

70.3

63.8

81.7

70.2
72.8

74.5

１～４号機

・単位：mm

・　　　　　は各建屋の傾斜（下がる方向）を示す

111.5

102.4

118.0

101.7

104.9

101.0106.5

107.7111.7

89.5
86.0

94.2

97.4

108.7102.5

105.3 110.5

106.0 111.9

102.4

84.477.3
95.5

104.5

97.5

106.5

101.5
99.5

93.4 96.6

102.9
99.2

５～７号機

変動量は地震前（2006年5月）に対する地震後（2008年2月）の差分
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地震発生前後で建屋傾斜は増加しているものの、傾斜量
　としては小さく、設備に影響を及ぼすものではない

地震発生前の建屋傾斜は福島第一、第二とほぼ同様
＜福島第一（３,６号機）＞

＜福島第二（１～４号機）＞

建屋の傾斜量

＜柏崎刈羽（１～７号機）＞

コントロール建屋

タービン建屋

原子炉建屋

６号機

原子炉建屋
５号機

タービン建屋

原子炉建屋

４号機

タービン建屋

原子炉建屋
３号機

タービン建屋

原子炉建屋
２号機

タービン建屋

廃棄物処理建屋

タービン建屋

タービン建屋

原子炉建屋

７号機

原子炉建屋
１号機

コントロール建屋

タービン建屋

原子炉建屋

６号機

原子炉建屋
５号機

タービン建屋

原子炉建屋

４号機

タービン建屋

原子炉建屋
３号機

タービン建屋

原子炉建屋
２号機

タービン建屋

廃棄物処理建屋

タービン建屋

タービン建屋

原子炉建屋

７号機

原子炉建屋
１号機

1/100000 1/10000 1/1000 1/100

小 大傾斜量

傾斜限界値の目安（日本建築学会）
(1/2000)

▼

最大値
　約1/3,800

● ①当初測定時～②地震前

◆ ①当初測定時～ ③地震後(現在)
①当初測定時：各号機の初回測定時

②地震前：2006年5月、③地震後：2008年2月

　　　タービン建屋

　　　原子炉建屋

６号機

　　　タービン建屋

　　　原子炉建屋

３号機

　　　タービン建屋

　　　原子炉建屋

６号機

　　　タービン建屋

　　　原子炉建屋

３号機

傾斜限界値の目安（日本建築学会）
（1/2000）

▼

1/100000 1/10000 1/1000 1/100

小 大傾斜量

●

●

●

最大値
約1/10,000

　　　タービン建屋

　　　原子炉建屋
４号機

　　　タービン建屋

　　　原子炉建屋
３号機

　　　タービン建屋

　　　原子炉建屋
２号機

　　　タービン建屋

　　　原子炉建屋
１号機

　　　タービン建屋

　　　原子炉建屋
４号機

　　　タービン建屋

　　　原子炉建屋
３号機

　　　タービン建屋

　　　原子炉建屋
２号機

　　　タービン建屋

　　　原子炉建屋
１号機

1/100000 1/10000 1/1000

小 大傾斜量

1/100

傾斜限界値の目安（日本建築学会）
（1/2000）

▼

●

●

●

●

●

●

●

●

最大値
約1/9,900

傾斜限界値の目安（日本建築学会）
（1/1000～1/2000）

傾斜限界値の目安（日本建築学会）
（1/1000～1/2000）

傾斜限界値の目安（日本建築学会）
（1/1000～1/2000）
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建屋傾斜の建屋への影響

▲
1/3800

柏崎刈羽の
現在の最大

1/150
▼

1/75
▼

1/30
▼

（過去の事例から）
建物は健全 「小破」 「中破」 「大破」

在来線鉄道
の橋桁※2

屋外タンク貯蔵所※3
建築物の基礎※1
新幹線の橋桁※2

常時における
各構造物の傾斜の基準

地震後における
直接基礎建物の傾斜の基準

1/2,000
～1/1,000

▼
1/500

▼
1/300

▼

傾斜小 傾斜大

※１『建築基礎構造設計指針』
※２『鉄道構造物等設計基準』
※３『屋外タンク貯蔵所の技術基準』
※４『震災建築物の被災度区分判定基
　　　準および復旧技術指針』による福島第一の最大1/10000

福島第二の最大1/9900
▼▼

※4

▲
1/8000

柏崎刈羽の
地震前の最大

各基準類の目安値等と比較して
建屋傾斜は十分小さい
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建屋傾斜の機器への影響

・制御棒挿入性

制御棒と燃料集合体
は同一方向に傾斜す
るとともに、当該の傾
斜量では燃料集合体
の相対変位が生じな
いため、挿入性への
影響はない。

・タービン（長尺機器）

アライメント調整が可能であり、
水平度の確認を行っているた
め、健全性に影響はない。

・容器基礎

基礎部の荷重の変化
は無視できるほど小
さい。

・ポンプ

基礎部への影響は無視できるとともに、軸受荷重への影響も無視できる。

・配管および弁

従来から、弁・配管は様々な方向に設置されており傾斜の影響はない。

建屋傾斜の目安値（1/1000 ～ 1/2000：建築基礎構造設計指針）の範囲では、
荷重の変化等は0.1%程度あり、機器・配管系の健全性は確保できる
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まとめ（建屋レベルの調査）

建屋レベルの変動は小さい

　建屋レベルはほぼ一定で、その変動は数ｍｍ程度と小さい

建屋は地震後の地盤の隆起形状に従う方向に傾斜

　隆起量の変化は地盤物性の差異などによると推定。

　念のため、掘削して断層を直接確認する予定

各基準類の目安値等と比較して建屋傾斜は十分小さい

　最大傾斜量　柏崎　1/3800（６／７号C/B ）

　　　　　　　　 （福島　1/9900（福島第二１号T/B））

建屋・機器の健全性は確保される

　各基準類の目安値と比較して建屋傾斜は小さい

　建屋傾斜の目安値の範囲では、機器の健全性は確保される
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　地質調査の目的

　地盤の安定性の調査

　広域および敷地周辺の調査

　発電所付近・敷地内の調査

　建屋レベルの調査

　主な活断層の調査

　海域調査

　陸域調査

　今後の予定
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日本で発生する地震の種類

浅い地震【直下型地震】（兵庫県南部地震、新潟県中越地震）

プレート境界の地震
（東海地震(想定)）

プレート内の地震
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なぜ活断層を調査するのか？

断層のずれ　＝　地震

地震を起こす可能性のある断層は
繰り返し活動する

活断層

新指針では約13万年前以降に活動した断層を活断層

としている（旧指針は５万年前）
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活断層の調査の目的

発電所の耐震安全性を確保

発電所での地震による揺れを検討
（基準地震動の策定）

発電所周辺でどのような地震が
起こるかを調査

地震を起こす活断層の
位置、長さなどを調査
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活断層認定の拡大

６・７号機設置許可申請時(昭和63年) 今回の調査

断
層
の
定
義

断
層
の

活
動
時
期

５万年前以降
後期更新世
(約13万年前)以降

今回の評価は新耐震指針に基づき安全側に活断層を評価

断層により切断された地層に加えて、
岡村論文(H12)のような考えに基づき、
変形（褶曲）させた地下の断層を評価

主として「地層が切断されている」と
考えられるものを断層として認定



活断層の長さの評価例
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6･7号機設置許可

申請時の活断層

地層が切れている

活動時期が5万年前以降

今回評価の活断層

地層が切れてはいないが、
曲がっている

活動時期が約13万年前以降

活断層の認定範囲を拡大したことに
より、活断層は長く評価される傾向
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調査範囲の拡大

6･7号機設置許可
申請時（昭和63年）

敷地周辺（敷地を
中心とした半径30km
（+α）の範囲）に

ついて詳細に調査

今回の調査

発電所周辺の地質構造を詳細に
把握するため、調査範囲を拡大
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　地質調査の目的

　地盤の安定性の調査

　広域および敷地周辺の調査

　発電所付近・敷地内の調査

　建屋位置の調査

　主な活断層の調査

　海域調査

　陸域調査

　今後の予定
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海域の調査方法と調査範囲

海上音波探査により，海域の地下構造を評価

測線数：80本
総延長：約1,340km
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F-B断層の調査結果

縦:横　1.67:1

約１～20万年前

約200万年前

約500万年前

F-B断層

音
波
探
査
記
録

地層は切断されていないが、地下構造の特徴から
断層を想定。約13万年前以降の地層も変形
→F-B断層　8km→30km（活断層）
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主な活断層の調査結果

6･7号機設置

許可申請時
今回の評価

長さ 活断層 長さ 活断層

佐渡島棚東縁
部南断層
（F-A断層）

5 × 37 ○

F-B断層 8 × 30 ○

F-D断層 10 × 25 ○

高田沖断層 29 ○ 23 ○

長さはkm

最新の知見（断層認定の拡大、活動年代の延長）
を踏まえて評価

今回の評価

６、７号機設置許可申請時の活断層想定

６，７号機設置許可申請時に活動性を
認めていなかった断層想定
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　地質調査の目的

　地盤の安定性の調査

　広域および敷地周辺の調査

　発電所付近・敷地内の調査

　建屋位置の調査

　主な活断層の調査

　海域調査

　陸域調査

　今後の予定
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陸域の調査方法と調査範囲

測線数：14本
総延長：約115km

起震車を用いた地下探査により、陸域の地下構造を調査
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片貝断層の調査結果
②片貝断層

①上富岡断層の位置に、断層は認められない
②その東側には片貝断層の断層の延長とみられる
　 変動が認められる　→　片貝断層　10km→16ｋｍ

①上富岡断層

上
富
岡
断
層

片
貝
断
層
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主な活断層の調査結果

6･7号機設置

許可申請時
今回の評価

長さ 活断層 長さ 活断層

角田・弥彦断層 ― 調査対象外 54 ○

気比ノ宮断層 17.5 ○ 22 ○

上富岡断層 2 ○
片貝断層の
評価に包含

片貝断層 10 ○ 16 ○

長さはkm

今回の評価

６、７号機設置許可申請時の活断層想定
（角田・弥彦断層については、連動性が無いことのみ評価）

最新の知見（断層認定の拡大、活動年代の延長）
を踏まえて評価
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地震調査研究推進本部による
長岡平野西縁断層帯の評価

長さ：約83km

（H16.10.13）

角田・弥彦断層

気比ノ宮断層

上富岡断層

片貝断層

地質調査研究推進本部HPに加筆



活断層の同時活動性評価　1/2

52

角田・弥彦断層

気比ノ宮断層

約１万年前の地層の活動の大きさに違
いがあるため、同時に活動しないと判断
できる

活動小
（緩やかな
傾き）

活動大
（地層の切断）



活断層の同時活動性評価　2/2

53

地層のずれ

緩やかな地層の変形

気比ノ宮断層

断層の構造が異なるため、
同時に活動しないと判断できる

片貝断層
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まとめ
　最新の知見（活動年代の延長、断層認定の拡大）を踏まえて、
広域調査を行った結果、主な活断層を以下の様に評価した

長さ

佐渡島棚東縁部南断層
（F-A断層）

37

30
25
23
54
22

F-B断層

F-D断層

高田沖断層

角田・弥彦断層

気比ノ宮断層

片貝断層 16
長さはkm
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その他の断層について

今回評価した主な活断層

その他の断層
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　地質調査の目的

　地盤の安定性の調査

　広域および敷地周辺の調査

　発電所付近・敷地内の調査

　建屋位置の調査

　主な活断層の調査

　海域調査

　陸域調査

　今後の予定
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発電所の耐震安全性の確保に向けて

①　地質調査による
活断層の評価

②　断層モデルの設定とコンピュータによる揺れの計算
　　（震源の揺れを細かく計算）

③　地震の伝わり方を評価

④　基準地震動
　　を策定

⑤　発電所の揺れを解析

⑥　必要に応じた補強
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断層モデルの設定における活断層の評価　1/2

基準地震動の策定では保守的に評価し、近接する
活断層の同時活動を考慮する

長さ
同時活動を
考慮

佐渡島棚東縁
部南断層
（F-A断層）

37

30
25
23
54
22

F-B断層

16

なし

F-D断層

高田沖断層

角田・弥彦断層

気比ノ宮断層

なし

長さ
約48km

長さ
約90km

片貝断層
長さはkm
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断層モデルの設定における活断層の評価　2/2
地下探査および海上音波探査により得られた深度２～３km程度
までの地質構造から、解析的手法（バランス断面法）を用いて、
地下の構造を推定

←北西 南東→
バランス断面法とは

褶曲前には地層は水平に堆積したと
仮定して、深部の断層構造を推定
する方法

今後、バランス断面法を用いて他の断層の
地下構造や、断層の連続性などの推定に活用

①

②

20km

10km

10km

① ② F-B断層
20km
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まとめ

発電所の建物・設備の健全性評価を、引き
続き実施してまいります

国の委員会などに評価をいただきながら、基準
地震動の策定などの発電所の耐震安全性の
確保に向けた取り組みを実施してまいります

取り組みの進捗にあわせて、地域の皆さまへ
お知らせしてまいります
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参考資料
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【参考】福島第一・第二の建屋レベルと傾斜（１）

R-1 R-2 T-1 T-2 T-3 T-1' T-2'

当初 1978 10506 10510 － 10514 10492 10750 －

2 1980 10507 10511 0 10516 10494 10751 1/50000

3 1980 10507 10510 1/32000 10515 10493 10752 1/50000

4 1981 10508 10509 1/10000 10517 10493 10753 1/25000

5 1982 10506 10507 1/10000 10515 10492 10752 1/25000

6 1983 10508 10507 1/6400 10516 10493 10750 1/39000

7 1984 10511 10511 1/8000 10518 10496 10753 1/50000

8 1986 10510 10508 1/5300 10515 10494 10753 1/39000

9 1989 10505 10505 1/8000 10512 10494 10751 1/15000

10 1991 10506 10509 1/32000 10512 10490 10745 1/16000

11 1991 10510 10515 1/32000 10515 10493 10751 0

12 1992 10511 10512 1/10000 10512 10496 10753 1/10000

13 1995 10504 10507 1/32000 10509 10483 10739 1/13000

14 1996 10508 10510 1/16000 10514 10491 10748 1/39000

15 1998 10505 10506 1/10000 10513 10493 10748 1/16000

16 2002 10502 10503 1/10000 10745 11089 11187 －

17 2006 10502 10503 1/10000 10744 11091 11188 －

測定時期 測定点の標高
タービン建屋原子炉建屋

測定点の標高
最大傾斜 最大傾斜

3号機3号機

（標高の単位：mm）

【福島第一原子力発電所】

タービン建屋

原子炉建屋

R-2

R-1
T-1(T-1’)

T-2(T-2’)
T-3

（標高の単位：mm）

注：1)　発電所基準点の標高を一定として測定しているため発電所構内の相対値
2)　ポイント「T-1・T-2」は、測定点の欠損等により「T-1’･T-2’」に変更

　　　　

R-1 R-2 T-1 T-2 T-3 T-1' T-2'

当初 1978 13473 13475 － 13479 13369 13470 －

2 1980 13468 13476 1/8200 13483 13374 13476 1/35000

3 1980 13466 13476 1/6200 13377 13478 0

4 1981 13470 13474 1/24000 13375 13477 1/43000

5 1982 13468 13476 1/8200 13377 13479 1/43000

6 1983 13469 13474 1/16000 13378 13478 13477 1/43000

7 1984 13471 13476 1/16000 13379 13478 13480 1/21000

8 1986 13470 13475 1/16000 13376 13475 13479 1/21000

9 1989 13470 13476 1/12000 13374 13475 13480 0

10 1991 13466 13479 1/4500 13473 13478 13348 －

11 1992 13462 13472 1/6200 13462 13475 13337 －

12 1995 13459 13477 1/3100 13469 13480 13352 －

13 1996 13473 13478 1/16000 13476 13480 13355 －

14 1998 13466 13475 1/7100 13474 13477 13352 －

15 2002 13463 13471 1/8200 13470 13473 13349 －

16 2006 13466 13472 1/12000 13469 13473 13349 －

測定時期
タービン建屋

測定点の標高
原子炉建屋

測定点の標高
最大傾斜 最大傾斜

タービン建屋

原子炉建屋

R-1

T-3

T-1(T-1’)

T-2
(T-2’)

6号機6号機

R-2
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【参考】福島第一・第二の建屋レベルと傾斜（２）

【福島第二原子力発電所】
（標高の単位：mm）

R-1 R-2 R-3 R-4 T-1 T-2 T-3 T-4

当初 1981 12,968 12,977 12,951 12,950 － 12,959 12,960 12,939 12,951 －

2 1982 12,968 12,975 12,951 12,946 1/18000 12,956 12,958 12,936 12,952 1/22000

3 1984 12,972 12,974 12,949 12,944 1/10000 12,960 12,964 12,933 12,946 1/10000

4 1985 12,969 12,976 12,952 12,947 1/18000 12,959 12,961 12,936 12,950 1/31000

5 1987 12,965 12,971 12,947 12,943 1/23000 12,956 12,958 12,930 12,943 1/16000

6 1990 12,967 12,972 12,945 12,942 1/14000 12,957 12,958 12,926 12,943 1/13000

7 1992 12,964 12,969 12,948 12,942 1/14000 12,955 12,956 12,926 12,947 1/9900

8 1994 12,966 12,970 12,945 12,941 1/14000 12,959 12,957 12,930 12,942 1/10000

9 1996 12,966 12,970 12,947 12,942 1/14000 12,955 12,957 12,929 12,945 1/21000

10 1998 12,974 12,971 12,945 12,942 1/5900 12,963 12,965 12,929 12,945 1/9200

11 2000 12,974 12,971 12,944 12,942 1/5800 12,963 12,965 12,929 12,945 1/9200

12 2002 12,971 12,974 12,948 12,946 1/11000 12,961 12,963 12,928 12,948 1/10000

13 2006 12,964 12,967 12,948 12,941 1/11000 12,954 12,954 12,926 12,947 1/9900

測定時期 測定点の標高 測定点の標高
原子炉建屋 タービン建屋

最大傾斜 最大傾斜

タービン建屋

原子炉建屋

T-3

T-4 R-3

R-4

1号機1号機
T-1

T-2

R-1

R-2

注：発電所基準点の標高を一定として測定しているため発電所構内の相対値
　

R-1 R-2 R-3 R-4 T-1 T-2 T-3 T-4

当初 1985 12,380 12,373 12,390 － 12,395 12,394 12,384 12,383 －

2 1987 12,373 12,369 12,387 1/17000 12,392 12,389 12,376 12,376 1/17000

3 1988 12,372 12,368 12,384 1/17000 12,390 12,388 12,374 12,373 1/14000

4 1990 12,373 12,370 12,388 12,381 1/13000 12,392 12,392 12,374 12,372 1/7100

5 1992 12,371 12,368 12,387 12,379 1/13000 12,390 12,391 12,373 12,372 1/7100

6 1994 12,369 12,368 12,387 12,377 1/8700 12,389 12,388 12,372 12,374 1/9500

7 1996 12,371 12,369 12,388 12,381 1/10000 12,390 12,389 12,374 12,374 1/11000

8 1998 12,374 12,370 12,388 12,382 1/17000 12,392 12,390 12,375 12,374 1/11000

9 2000 12,374 12,370 12,389 12,382 1/17000 12,393 12,391 12,374 12,374 1/8100

10 2002 12,372 12,369 12,390 12,381 1/11000 12,393 12,391 12,374 12,375 1/8100

11 2006 12,372 12,369 12,385 12,380 1/13000 12,388 12,386 12,372 12,370 1/14000

測定時期 測定点の標高 測定点の標高
原子炉建屋 タービン建屋

最大傾斜 最大傾斜

（標高の単位：mm）

タービン建屋

原子炉建屋

R-1

R-3

R-4
T-1

T-2
T-3

T-42号機2号機

R-2

注：発電所基準点の標高を一定として測定しているため発電所構内の相対値
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【参考】福島第一・第二の建屋レベルと傾斜（３）

【福島第二原子力発電所】

R-1 R-2 R-3 R-4 T-1 T-2 T-3 T-4

当初 1986 12,368 12,351 12,365 12,351 － 12,355 12,357 12,358 －

2 1988 12,367 12,347 12,364 12,347 1/25000 12,351 12,355 12,355 1/31000

3 1991 12,356 12,338 12,358 12,335 1/8400 12,343 12,346 12,346 12,340 1/63000

4 1993 12,359 12,341 12,358 12,339 1/15000 12,343 12,346 12,346 12,342 1/63000

5 1995 12,354 12,337 12,355 12,336 1/15000 12,338 12,342 12,341 12,339 1/31000

6 1997 12,354 12,335 12,355 12,335 1/12000 12,337 12,341 12,341 12,339 1/31000

7 1999 12,354 12,337 12,353 12,336 1/6300 12,338 12,343 12,341 12,339 1/21000

8 2001 12,362 12,344 12,361 12,343 1/19000 12,350 12,350 12,349 12,344 1/26000

9 2003 12,354 12,335 12,352 12,331 1/10000 12,338 12,342 12,339 12,338 1/31000

10 2007 12,353 12,333 12,351 12,332 1/15000 12,337 12,339 12,339 12,336 1/100000

測定時期 測定点の標高 測定点の標高
原子炉建屋 タービン建屋

最大傾斜 最大傾斜

（標高の単位：mm）

3号機3号機

タービン建屋

原子炉建屋

R-2

R-1

T-1

T-2

T-3

T-4

R-3

R-4

注：発電所基準点の標高を一定として測定しているため発電所構内の相対値
　

タービン建屋

原子炉建屋

R-1

R-3
R-2

T-1

T-2

T-3

R-4

T-4
（標高の単位：mm）

R-1 R-2 R-3 R-4 T-1 T-2 T-3 T-4

当初 1991 12,944 12,957 12,966 12,941 － 12,945 12,944 12,942 12,943 －

2 1993 12,945 12,964 12,967 12,941 1/7600 12,945 12,944 12,941 12,941 1/32000

3 1995 12,940 12,955 12,964 12,939 1/22000 12,943 12,940 12,937 12,938 1/22000

4 1997 12,944 12,955 12,964 12,939 1/22000 12,943 12,940 12,939 12,938 1/24000

5 1999 12,942 12,954 12,962 12,940 1/24000 12,943 12,940 12,939 12,938 1/24000

6 2001 12,946 12,958 12,970 12,944 1/27000 12,947 12,946 12,942 12,943 1/16000

7 2003 12,939 12,952 12,961 12,937 1/73000 12,941 12,940 12,937 12,936 1/24000

8 2007 12,938 12,949 12,960 12,937 1/22000 12,941 12,939 12,937 12,937 1/43000

測定時期 測定点の標高 測定点の標高
原子炉建屋 タービン建屋

最大傾斜 最大傾斜
4号機4号機

注：発電所基準点の標高を一定として測定しているため発電所構内の相対値
　



　地域の皆さまへの説明会（4月7日・8日）における

　ご説明内容（参考配付）

　　
　　　・災害時の対応強化について

　　　・７号機　設備健全性に係る点検評価に関する中間報告

平成20年4月9日

東京電力株式会社
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1.災害時の対応強化について

2.７号機　設備健全性に係る
点検評価に関する中間報告
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初期消火体制の充実

地震による変圧器火災などの教訓から、初期消火体制や
設備の改善に取り組むなど、災害時の対応を強化しています

化学消防車、水槽付消防ポンプ車を配備し、24時間対応で
きる消火要員を増員しました。また、３月19日に防災訓練を

行うなど、定期的に訓練を実施しています

防災訓練（３月19日）の様子 化学消防車
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消火設備の信頼性の強化

消火配管の損傷により、消火栓からの放水
ができなかったことから、そのバックアップ
として、敷地内の17箇所に耐震防火水槽を

設置しました

耐震防火水槽の設置の様子

埋設されていた配管が地震により損傷した
ことから、配管の地上化を進めてまいります

地上化された配管（5号機）

緊急時対策室を免震構造の建物に建て替えるなどの
対応強化の取り組みを引き続き実施してまいります
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1.災害時の対応強化について

2.７号機　設備健全性に係る
点検評価に関する中間報告
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発電所の点検・調査　1/2　

当直等が地震直後にパトロールを実施し，目視等により
機器の健全性を確認

地震後
パトロール

非常用炉心冷却系等，安全上重要な設備の正常な動作
を確認

機器の
動作確認

耐震設計に精通した技術者により機器の外観点検を実施
概略目視
点　　検

地震後のプラント状況把握（地震直後に実施）

目視点検，機能試験等による設備点検，地震応答解析に
よる構造強度評価等により設備の健全性を総合的に評価

設備健全性
評　　　価
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発電所の点検・調査　2/2　
建物・設備 安全上重要な建物・設備

基本点検（目視，機能試験など）

追加点検
非破壊試験など

地震応答解析

異常なし

異常あり
裕度が比較的
少ない

良好

設備健全性の総合評価

【設備点検】 【地震応答解析】



8

７号機　点検・評価計画（進捗状況）

1月 3月2月 6月5月4月12月11月

3．設備健全性に
　係わる総合評価

2．地震応答解析

1．設備点検
　（目視、機能試験）

平成20年平成19年
実施内容

1月 3月2月 6月5月4月12月11月

3．設備健全性に
　係わる総合評価

2．地震応答解析

1．設備点検
　（目視、機能試験）

平成20年平成19年
実施内容

▲中間報告▲中間報告

（注）

（注）

（注）国に提出している点検・評価計画書では設備点検は5月，地震応答解析は3月までに終了する記載として
いるが，作業の進捗状況を踏まえ，設備点検を6月，地震応答解析を5月までに終了するとした。

原子炉安全上重要な設備の設備点検及び地震応答解析結果が概ね終
了したことから、中間的な結果をまとめて国の委員会に報告しました。
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７号機　基本点検進捗状況

「地震後のプラント状況把握」の目視点検・機能試験により設備に異常のな
いことを確認した後，「設備点検」では地震の影響を受けやすい部位を重点
的に点検を実施しております。

（注）4/4時点の暫定値

点検項目
「設備点検」のうち

基本点検実施機器数
うち安全上重要な

機器数

目視点検 約1060/1330 約580/640

作動試験

機能試験
約730/1000 約370/450

漏えい試験 約200/630 約150/340

目視点検は一部保温材等の取り外しが必要な箇所等を除き終了しており
ます。
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7号機　基本点検の結果
設 備 分 類 確 認 さ れ た 不 具 合 件数

原子炉格納容器塗装の一部剥離等
（地震の影響の有無を今後確認するもの）

２件安全上重要な
機器

原子炉冷却材浄化系電動弁駆動部の油にじみ等
（経年劣化等によるもの）

１１件

発電機軸受け廻りの油切り接触痕等
（地震の影響によるもの）

８件

主タービン翼付け根部の損傷
（地震の影響の有無を今後確認するもの）

１１件

過電流継電器のコイルの劣化
(経年劣化等によるもの）

５件

その他機器

基本点検で３７件の不適合が確認されておりますが、原子炉安全上重
要な設備については地震の影響によると思われる異常は確認されて
おりません。
また、これらの不適合のうち２８件は部品交換等で復旧可能なものまた
は対応不要なものでした（残り５件は検討中または今後調査するもの）。
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地震応答解析　

①　地震計で観測された
　　揺れのデータ

②　地震発生時の揺れを
　　再現

③　その揺れを元に、建屋、
　　設備にかかった力・変位
　　を算出 地震計

7号機　原子炉建屋地震計位置
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地震応答解析の結果

機器・配管系の算出値が許容応力を超えたものはない

3505残留熱除去系ポンプ（基礎ボルト）

241204燃料取替機

24332シュラウドサポートレグ

274199残留熱除去系配管

499115原子炉圧力容器（基礎ボルト）

許容応力
（N/mm 2）

算出値
（N/mm 2）

確認対象

3505残留熱除去系ポンプ（基礎ボルト）

241204燃料取替機

24332シュラウドサポートレグ

274199*残留熱除去系配管

499115原子炉圧力容器（基礎ボルト）

許容応力
（N/mm 2）

算出値
（N/mm 2）

確認対象 シュラウド

シュラウドサポートレグ

圧力容器

原子炉安全上重要な設備の地震応答解析は一部の機器を除きほとんどが　
　終了しております（約100機器）。
今回の地震により原子炉圧力容器、配管等の設備に発生した力（応力）、　　

　ポンプ等の動的機器に加わった加速度等について評価を行った結果、設備　
の機能は維持されていることを確認しました。

<地震応答解析結果の例＞

設備の健全性は確保されていると評価
*国が実施している地震応答解

析結果との差異を分析中
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まとめ

今回評価を実施した安全上重要な設備につ
いては、設備点検および地震応答解析結果
より、設備の機能は維持されており、地震に
対し健全であることが確認されました。

今回の評価は現在までの進捗状況を踏ま
えた評価であり、今後、残りの機器も含め設
備点検作業終了後に最終的な評価を実施
して参ります。



柏崎刈羽原子力発電所における主な活断層の評価（その１　周辺海域）

従来評価
23km

従来評価
21.5km

今回評価
23km

【今回評価と従来評価の主な変更理由】
　①新指針　：新耐震指針の考え方を適切に反映し，安全側に評価
　②新データ：今回の最新の手法による調査結果
　③関連褶曲：断層関連褶曲の考え方を適用

■今回調査により，約13万年前以降に堆積した地層に変位・変形のないことが
確認できる位置を見直し
■北限を延長　（①新指針，②新データ）

■今回調査で，断層関連褶曲の考え方から活撓曲の認められる範囲を見直し
■測線が追加されたことにより南限を短縮（①新指針，②新データ）

■文献（海上保安庁水路部「海底地質構造図」(1970，1971)）に示され
た活断層を，海上保安庁水路部の音波探査記録を基に評価
■平成15年に再評価を実施し，断層を青線の位置に見直し

■文献（海上保安庁水路部「海底地質構造図」(1970，1971)）に示された活断
層を，海上保安庁水路部の音波探査記録を基に評価
■今回調査により，佐渡島棚東縁部(南)断層の活動による撓曲構造と判断

従来評価
18.5km

今回評価
25km

従来評価
39km

今回評価
37km

■今回調査で，断層関連褶曲について新指針に基づき安全側に範囲を見直し
■北限，南限を延長
（①新指針，②新データ）

■断層関連褶曲の考え方を適用し，約５万年前以降に堆積した地層に変位・変
形が認められる範囲の活動性を評価（③関連褶曲）

■断層関連褶曲の考え方を適用し，約５万年前以降に堆積した地層に変位・変
形が認められる範囲の活動性を評価（③関連褶曲）

■記録が不鮮明であること，約５万年前以降に堆積した地層がないことから，
安全側に活断層と評価
■今回調査により，当該位置に活断層がないことを確認

■約５万年前以降に堆積した地層には変形が認められるものの，変位は認めら
れないため活動性はないと評価

■今回調査で，断層関連褶曲について新指針に基づき安全側に範囲を見直し
■ただし南限は変更なし
（①新指針，②新データ）

今回評価
30km

■約５万年前以降に堆積した地層には変形が認められるものの，変位は認めら
れないため活動性はないと評価



柏崎刈羽原子力発電所における主な活断層の評価（その２　周辺陸域）

■既往文献に断層は示されていないが，今回の調査で新たにデータを
取得し，約13万年前以降に堆積した地層に変位・変形のないことが確
認できる位置を北限と評価（①新指針，②新データ，③関連褶曲）

■既往文献に基づいて地震調査研究推進本部（2004）が評価した北限

真木山（まぎやま）：
■約13万年前以降に形成された地形面に変形のないことが確認できる
同地点を南限と評価しており，平成16年度評価から変更なし（①新指
針，②関連褶曲）

高木村古新田（たかぎむらこしんでん）：
■既往文献に断層は示されていないが，今回の調査で新たにデータを
取得し，断層の位置を見直すとともに，約13万年前以降に堆積した地
層に変位・変形のないことが確認できる同地点を北限と評価（①新指
針，②新データ，③関連褶曲）

真野代新田（まのしろしんでん）：
■1970年代以前の石油関係資料にある地下探査結果を基づいて，地下
に断層が存在しない同地点を北限と評価

宝地町（たからちまち）：
■今回の調査で片貝断層と上富岡断層が地下で連続していることを確
認するとともに，地下で地層の変形が非常に緩やかになることが確認
できる同地点を北限と評価（①新指針，②新データ,③関連褶曲）

桜町（さくらまち）：
■今回の調査で地下に断層が存在しないことを確認できる同地点を南
限と評価しており，地震調査研究推進本部（2004）による評価と同じ
（②新データ，③関連褶曲）

時水（ときみず）：
■地表の調査で約5万年前以降に堆積した地層に変形のない
ことが確認できる同地点を南限と評価

来迎寺（らいこうじ）：
■地表の調査で約5万年前以降に堆積した地層に変形のないことが確認
できる同地点を北限と評価

宮本町三丁目（みやもとまちさんちょうめ）：
■約8万年前以降に形成された地形面に変形のないことが確認できる同
地点を南限と評価しており，6･7号機設置許可申請時評価から変更なし
（①新指針）

【今回評価と従来評価の主な変更理由】
　①新指針　：新耐震指針の考え方を適切に反映し，安全側に評価
　②新データ：今回の最新の手法による調査結果
　③関連褶曲：断層関連褶曲の考え方を適用

今回評価
54km

従来評価
49km

今回評価
22km

従来評価
17.5km

今回評価
16km

従来評価
10km

長岡平野西縁断層帯の評価
■活断層としては個別に評価
■基準地震動の策定では同時活動
　（長さ約90km）も考慮
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